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経済理論からみた人間観，社会観および歴史観と
各学派理論のモデル化による現代の解明
-特に自由，公正および平等の視点から一
鰍津晃三
1 .はしがき
アダム・スミスの古典派以降，ケインズにはじまる現代の経済学に到るまで
の多くの成果を，われわれはいろいろな角度から考察しなおしてみることがで
きる。
経済学の主たる目的は，われわれの住む経済社会の基本的機構と経済的厚生
の内容を明らかにすることであるが，それは，いうまでもなく，社会組織や社
会制度，更には人間の本性等を抜きにしては考えることができない。
このことは，例えば，経済学的領域においては，スミスの自由放任思想をは
じめ， J. S.ミルの生産・分配機構峻別の理論，マルクスの唯物史観，更には
個々の経済主体の自由な活動をベースにしたケンブリッジ学派やワルラスのロー
ザンヌ学派をはじめとする近代経済諸学派のミクロ的理論等において明らかで
ある。また，かの有名なマックス・ウェーパーとグスタフ・シュモラーの価値
判断論争はいうに及ばず， J .M.ケインズの“単なる利潤動機だけでなく，あ
くまでもアルマニ・スピリットに支えられた企業家による経済発展"について
の主張や修正資本主義的思想(修正自由経済観)等々，すべてはミクロ的な経
済主体である個々の人間の物的・精神的幸福が，どのような社会的・経済的な
基礎条件のもとでもたらされるかということから考察が深められていることに
よっても，これを看取することができる。
従って，経済社会の考察は究極的にはやはり個々人の自由な活動から生じる
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経済的機構の分析，つまり，ウェーパーのいうところの社会科学的な考察と，
これもまた個人の価値判断から導出されるところの，あるべき社会的経済的組
織や制度などの考察との関連を科学的に究明することによってのみ，はじめて
人間にとって真に意義深い社会科学的成果をもたらすことができるものといえ
ょう。
それでは，この，あるべき社会・経済制度の本質を規定する土台は何かとい
うことになれば，それは現代においては，やがて詳述するように，今日までの
社会的価値判断にかかわる歴史的考察の成果から考えて， “その社会・経済制
度がマクロ的社会を構成するミクロ的存在としての個々の人聞について，その
生命はいうに及ばず趣味・噌好の次元から思想的な主義・主張の次元にいたる
までの広い意味での主観的価値判断や そこから生じる個々的な行動のすべて
を可能な限り尊重するようなシステムになっているか否かということ"になる
であろう。
この主張の一つは 例えば“人間の歴史は(精神的肉体的な)自由の領域の
拡大の過程に他ならぬ"とするヘーゲルの弁証法的歴史哲学によって代表され
る。すなわち，古代社会から中世までは 王や貴族やローマ法皇などの上から
の権威によって社会秩序が保たれてきたが，そこでは，今日的にみて， より高
い次元一一つまり個々の人間の政治的社会的・経済的自由が広く尊重されるべ
きであるとする視点ーーからのあるべき社会制度自体の考察は許されなかった
し，また，そのょっな社会的価値判断が生じてくる歴史的・社会的基盤も， ま
たそれを支える個人の精神史的な発展段階でもなかったといえよう。
しかしながら，近代ヨーロッパ社会に到るや，人間は歴史的に形骸化したロー
マ法皇庁を頂点とする教会の絶対的権威を否定するようになり，本来の神意
(バイブル)のもとでの人間の自由を奪還する革命(宗教改革theReformation) 
をおこしたのであった。そして，やがて，その流れは，神そのものの束縛から
さえも解放された自由(人間性)の獲得運動(ルネッサンス)をも引きおこす
ことになったのである(なお，ここでrenaissanceとはフランス語で再誕生と
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いう意味からきているが，これは「文芸復興」というような意味のよくわから
ないものではなく，周知のように古代ギリシャのヘレニズム文化にみられるよ
うな人間の自由の再生を意味している)。
それ故，近代市民社会になって，はじめて自由な経済的メカニズムも生じる
ようになり，従ってまた，これを分析するための経済学も漸く誕生するように
なったのである。
かくして， A.スミスの自由放任主義的経済観(レッセ・フェール. Laissez-
faire)と，そのもとで生じる自由市場機構，すなわち経済的新秩序の存在につ
いての証明は歴史的・世界的に決定的な意義をもつことになったのであった。
なぜなら，当時の社会では，それまでの王や貴族たちゃ教会等による，いわば
上から権威 (Macht)や身分・世襲制社会の下での秩序が崩壊し，そのために
個々の人聞が身分や制度にとらわれず自由で勝手気偉に活動するようになった
ら，それこそ社会的パニックが生じるのではないかと考えられていたからで、あっ
た。従って，自由市民社会に果して新しい秩序が存在しうるものかどうか， も
し存在するとすればそれは どのような性格のものなのか，という疑問と不
安は当時の有識者間では大きな問題であった。それ故 このような近代初期の
社会的不安に対して むしろ 個々人の特性を生かした自由な活動こそ，個人
にとっても社会の発展にとっても好ましいということについて社会科学的な解
答を与え，人々に光明と安心感を投げかけたスミスの国富論(1776年)は先進
国世界から絶大な拍手をもって迎えられることになったのだった。だから，そ
れは，まさに近代における「福音の書Jでもあったのである。
ところで，以上のことからも明らかなように，スミスの経済学にかかわらず，
その後の著名な経済理論の根底には，経済的メカニズムの分析という目的より
も前に，社会・経済制度のあり方自体にかかわる考察が厳然と存在している。
そこで，以下においては，われわれもまた，古典派から現代経済学に到るま
での各学派理論が果たした純粋に理論経済学的諸成果(すなわち，マックス・
ウエ}パーのいうところの社会科学的成果)について，そのコアーになると考
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えられる内容を論述する前に，その土台となっているような社会経済観そのも
のについて先ず、考察することから始めたいと思う。
2. ミクロ(個人)とマクロ(社会)およびSein(存在)と Sollen(当為)の関連
上述のように，近代市民社会に到って，はじめて人類の歴史は古代の権力か
らも中世の神からも解放されて，基本的に，人間のすべての面における自由
(ミクロ的自由)が尊重されるような社会に到達した。パスカルの“人間は考え
る葦である"という思想も デカルトの“我思う，故に我在り(cogi to， ergo 
sum) "という考え方もすべて外部から束縛されない個としての人間存在の重要
性を気付かせるための主張に他ならない。従って，ミクロ(個人)の身心とも
に多面的な自由があってこそのマクロ(社会)であり，決して，その逆ではな
い。よって，ここでは，先ず，これらの関連について私なりにいくつかの哲学
的観点から考察を加えておきたい。
ところで，マクロ的社会は，あくまでもミクロ的個人によって構成されてい
るのだから，なによりもミクロ的存在としての個々の人間の成熟こそが， より
よい社会の実現にとって不可欠であるという視点は，古来より，洋の東西をと
わず，哲学者の多くが人間そのものに焦点を当てて，そのあり方，生き方を問
い続けてきたことからも看取される。そして 特に近代の自由市民社会の実現
に到って，それが実存主義派(exis ten tialism)により“人間の主体性の確立"
というテーマで表出してきたことは人間史的関係において誠に興味深い。とい
うのも，すべての面で人間に自由が与えられたときには，それは，あたかも大
海原に羅針盤を持たずに放り出された小舟のように，必然的に“人間はいかに
生きるべきかということを問われる形になる"という事態を明快に物語ってい
るからである。
キルケゴールが，マルクス王義では，階級もしくは階級意識の中に個人が埋
没してしまうことを批判して，あくまでも個々の人間の神の愛に導かれた主体
的な生き方こそ重視されるべきことを強調し，マルクスの社会的な弁証法的唯
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物(発展)史観に対して全く個人的な弁証法的精神(発展)史観を対峠させた
こと，ハイデツガーが， 日常的な忙しさの中で，ただ生きている，いわゆる
「ヒト derMannJの中に自分を投げ入れることによって無意識的に日々の漠然
とした死に対する不安から眼をそらして生きていこうとする人間の弱さを指摘
したこと，ニーチェが，人間世間の中で必然的に生じてくるあらゆる世俗的な
抗圧や苦悩にも屈せず，あくまでも人間愛を土台にした自己の理想や生き方を
貫き通す超人(Ubermensch)的な人間像を理想化し，いわゆる「超人思想Jを
提唱したこと，更には，サルトルが“存在が本質に先立つ人間と，その逆であ
る自然の中の物質や生物"とを峻別し，単なる存在と常に自己の発展を願って
生きる実存の違いを鋭く指摘したことなど何れもミクロとしての人間のあり
方や生き方を問うものであって 人聞が社会的・歴史的分析の核として位置付
けられることの重要性を強調しているのである。
ところで，わが国における西田哲学では，個人と社会の関連を次のように考
えている。すなわち 人間の世界においては，先ず“特殊的な自己(個々人)
があって一般的な社会が生じるのであり， しかも，自己(特殊)と社会(一般)
の関係は，まず特殊，つまり個の中に一般(社会)が存在するのであって，決
して一般(あるいは社会)の中に特殊(個人)があるのではない"と(r芸術
と道徳J大正12年)。
この視点は極めて深い意味をもっている。というのも，西田がここで指摘し
ようとしていることは， “一般，つまり社会的視点をふまえた個の確立こそ重
要である"ということだからである。従って，この考えは，いわば“全個一如"
の精神とでもいうべきものであろう。そして，このことは，結局，マクロの社
会が真に向上するためには，それを構成するミクロとしての個々人が先ず人間
として陶治されることが必要なのであって，社会の法律や制度や組織をどのよ
うに改めてみても，人間自体が完成度の高いものにならぬ限り，真に住みよい
社会は実現しえないということを示唆するものであり，社会の法や制度や組織
を生かすも殺すも結局は“ひと"次第ということにもなるのである。しかし，
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このミクロとしての個々の人間の質の向上は多くの煩脳をもった人間の本性か
ら考えて決して生易しいものではないことは，今更，キリスト教の人間=demon
(悪魔)観やスミスの『道徳情操論Jにおける人間の自利心の旺盛さを持ち出す
までもなかろう。なお，このことは，現実的にも社会の制度や組織や生活水準
が歴史の進展と共に今日のように改善されてきても，なお悪人があとを断たな
いという事実をみても明らかである。
従って，それ故にこそ，洋の東西を問わず，多くの哲学者たちが人間自体を
課題にしつづけてきた由縁がある。このように考えてくると，稀大の大泥棒・
石川五右衛門の“打ち寄せる浜の真砂は尽きるとも世に泥棒(悪人)の種は尽
きまじ"という辞世の句は，なかなか哲学的含蓄があるように考えられるのは
思い入れに飛躍があり過ぎるだろうか。
ところで，更に，ミクロ的現実とマクロ的理想との関連について，いま一つ，
われわれが特に想起する考え方は難波田(春夫)の社会哲学思想、である。そこ
では驚くほどの広く深い哲学的考察をふまえながら，結論的には次のように考
えられている。すなわち，中世社会から脱出した近代社会においては，あくま
で自己の自由や利益を主張するところの いわば “オレはオレ"という「白
同律Jの社会となったが，現代社会は，いまや“オレがオレ"として自覚し，
その存在を主張できるのは，オマエ(という他者)があってこそはじめて可能
になるのだから，今からの時代は「自同律」と「他同律」の関係を同時的に考
えていくところの「相互律」でなければならない。従って， 自由と平等の関係
も同じである。“近代社会では，いわば自由だけを考えてきた訳であるが，現
代においては平等という面も併せて考えていかねばならない"と(r社会哲学』
1990年， r経済通信j1988年)。つまり，ここでは，マクロ的な自由だけでは
駄目なのであって，マクロ的な平等も同時並行的に考えていかねばならぬと主
張しているのである。
しかしながら，この考え方には，われわれからみれば根本的な問題があるよ
うに考えられる。というのも，この思考法には，何か質を同じくするこつのも
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のを加えて2で割るという性格を感じるからである。人間の歴史というのは，
あくまでも，ヘーゲルにあっては“絶対理性とも神ともいわれるようになった
ところの自由の領域を王一人のものから民衆全体にまで拡大してきたプロセス"
である。従って，この考え方でいくと，現代とは，人間一人ひとりに与えられ
た自由といいうものをあくまでも土台(つまり前提)として，その上に社会的
平等性という，いわば本質的には非科学的で，かつ主観的な性格しかもちえな
いところの社会的価値判断が要求される時代であるということになる。従って，
これを逆にみれば，個人(ミクロ)的な自由という前提が存在しないところに
社会(マクロ)的な平等性というものの内容や性格を具体的に規定する社会的
価値判断は形成されようがない，ということにもなるのである。その証拠に，
これまでの人類の不幸は，歴史的にみて常に社会(マクロ)のあり方を先に考
えるような個人あるいは限られたグループ，すなわち独裁者か盲信的集団か，
さもなくば未熟な主観的価値判断者か非科学的理想主義集団等の独善性と圧力
によってもたらされた。
このことは， “日本を盟主とする大東亜共栄圏の建設"という壮大なマクロ
的・国家的理想のみを優先させて，ミクロ的個人はただただこの理想の実現の
ために滅私奉公させられた，かつての時代を考えるだけで明らかである。
実際，そのような軍国主義時代に青春の日々を生きたわれわれ60歳世代の人
間にとって，その社会はまさに地獄でしかなかったではないか。
また，進歩的文化人といわれる人々の聞では 長い間 理想的社会と考えら
れてきたところのマルクス哲学によるソビエト社会主義社会が，論理的には，
後述のようにミクロ理論不在の体系ゆえに，また現実的には，人間の自由への
強力な抑圧が前提とならねば決して達成しえない計画経済システムの強行のた
めに，結局は内部的に崩壊せざるをえなくなったという事実によっても説明さ
れるのである(なお，われわれは，マルクス理論の多くの誤謬については後述
のように30年前から指摘してきたところである)。
かくして，われわれの現実と理想の関係についてのこれまでの考察は，結局，
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次の二点に要約される。すなわち その一つは， “常にミクロ的(個人的)な
現実の中からマクロ的(社会的)な理想が形成されていくのであって，決して
マクロ的な理想や理念から現実が捻出されるのではない"ということである。
また，いま一つは， “各時代に拾頭してきた社会的理想というのは，あくまで
も各時代に具体的に指摘しうる切実な現実的問題を相互に関連させながら，そ
こに総合的な改善の道を模索していくというような，いわば極めて現実的な改
善像であって，決して現実を全面的に否定するような抽象的かつ観念的な理念
像ではない"ということである。
従って，はじめに指摘した難波田哲学における「相互律」的思考に窺われる
ような， “現実の自由と理念とじての平等とを合わせて 2で割ったようなとこ
ろに現代からの人聞社会のあるべき姿が導出される"といった，いわば抽象的
で，かつ折衷論的な理解では社会科学的な説得力をもちえないし，実現の可能
性もおぼつかないと考えざるをえないのである。というのも 抽象的なものは
具体化しえないし，また無理をして何かをやったとしてもそれは社会的な広が
りをもっ多くの人々の理性的・感情的な納得が得られないからであるD それ故，
難波田哲学で考えられているような現代からの理想的社会像は， まさにウェー
ノTー のいうところの“理想の陳述"でしかなく，従ってまた，われわれには社
会科学の対象としての現実Seinと倫理的価値判断の対象としての理想Sollenと
いう，いわば質的にも次元的にもまったく異なった二者を単に言葉の上で折衷
するという誤りをおかしているもののように考えられるのである。
近年，われわれは“自由と平等の調和こそ大切"という主張をよく耳にする
が，それは，上述したような理由から，われわれには社会科学的思考に裏打ち
されていない無内容な主張としか思われないのである。
なお，更に付言すれば，この難波田の「相互律」的な考え方は，周知のよう
に， 100年も前にA.マーシャルによって“商品の価値は需要と供給によって決
定される"ということ(つまり，主観価値説と客観価値説の統合というテ}マ)
で社会科学的に解明されているところであり，さほど新しい視点ではないので
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ある。
ところで，これまでの論議からして，現実と理想の相関関係については更に
いま一つ分析を深めておかねばならない点がある。
それは，人間の永い時代毎の流れをより一層象徴的に捉え直してみると，そ
こには，更に両者聞に作動しているいくつかの新しい因果機構を看取すること
カfできるからである。
そこで，以下，この点をみてみよう。先ず古代の奴隷制社会をとってみると
そこでは生命の保障さえされていないのが現実であるから，やがて必然的に生
存の保障という切実な要求，つまり理想、が求められることになろう。ところが，
それが実現化した中世の封建的な身分制社会にあっては，今度は思想的・社会
的・経済的な面でがんじがらめに拘束された生活が現実となるわけだから，人
間は更にこれらの束縛からすべて解放された真の人間的自由を理想として求め
るようになり，ここに漸く近代の自由市民社会が実現したのであった。
なお，ここで見逃しえない重要な因果律が浮び上がる。それは，今日的に考
えて，各時代の非人間的な法制度や組織の下では，支配される側だけでなく，
支配する側もまた，やがて何かと不自由さを感じる事態が生じるようになるた
め，そこに現実的な改革思想、(理想)が生じ，社会が変革せしめられてきたと
いう側面である。
例えば，身分制社会一つをとってみても，時代の進展と共に被支配層はいう
に及ばず，支配層もまた，身分の如何を問わず能力のある人材を起用し，その
特性を発揮させた方が自己にとって得策であるという事態が現実に生じたので
あった D
かくして，近代市民社会に到って，はじめて，人間一人ひとりがすべての面
にわたってその能力を充分に生かす活動ができるようになり，それ故に，社会
もまた，政治・経済・文化等すべての面で中世社会までは例をみない瞳目的な
発展を人類史上実現しえたのであった。
しかしながら，この理想とした自由社会もまた，それが実現してみると， 自
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由であるが故に，先天的もしくは後天的な諸要因による不平等が生じるように
なったのである。従って そこでは更に，この現実をふまえ， “人間は本来，
平等であるべきではないか"という，いわば新しい社会的価値判断ともいうべ
き抽象的な理想論が拾頭することになった。だが，ここでも，われわれは次の
ことを充分に理解しておかねば現代的価値判断を行なう上で重大な誤ちをおか
すことになるということを指摘しておきたい。すなわち，それは，これまでも
再三述べてきたように，いつの時代の理想も，常に，その前の時代に実現しえ
た現実の諸条件を基礎(すなわち既得権)として，その上に具体的に形成され
るものでなければならないということである。というのも， もし，そうでなけ
れば，これまで人聞が営々と築いてきた貴重な歴史の流れを逆転させてしまう
ことになる一一すなわち既得権を失うことになるーーからである。
ところで，平等性に対する必要条件には，いま一つ，決定的に重要な要素が
存在していることをわれわれは看過してはならない。すなわち，それは，他で
もなく，個々の人間の努力や忍耐，更には種々のリスクを賭して行なわれる活
動等が社会的にほぼ正しく報われるようなシステム，すなわち「公正の原理」
である。これは，より具体的には 人間の諸々の善意の積極的活動に対応する
精神的・物質的報酬を指している。従って この公正条件が欠落しているよう
な平等性は人間にとって到底受け入れられるものではない。というのも，当然
のことながら，すべての人間はこの公正原理が作動していればこそ希望をもっ
て事に当たっていけるからであり，その結果として社会もまた発展していくか
らである。
これは，例えば企業内での人事事情一つをとってみても明らかである。そこ
では，個々人の努力や能力や成果や仕事上の蓄積の違いが やがて一つの社会
的評価としての係長や課長や部長等という役職となって表わされ経済的にも恵
まれる結果となるのである。
だから，この公正の原理が無視され， “皆，人間は同じである"などと考え
るような議論があるとすれば，それは無暴で単純な平等論であるだけでなく，
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愚かでさえある。というのも，そのような考え方は，結局は，人間の尊い永続
的努力，多面的な能力や特性，蓄積成果積極性などについてのバランスのと
れた総合的判断と人格そのものの評価が無視されるような，いわば非人間的，
非論理的な感覚論議でしかないということになるからである。従って，公正機
構の働かない会社や社会は発展しないだけでなく，やがては崩壊する。
次に，いよいよ，われわれの本来の土俵である経済学からの視点に戻って，
これまでの課題，すなわち，ミクロとマクロ，自由ならびに公正と平等，現実
と理想等の諸関係を，一層，厳密にみていくことにしたい。
さて，古典派を代表するスミスやリカードの経済理論も，あくまでミクロ的
自由を基礎にふまえての自由市場機構の分析であることは多言を要すまい。こ
のことは，スミスが道徳情操論において， “人間はその本性において自他心
(道徳心)よりも自利心の方がはるかに強力である"と主張しながらも，なお，
というよりは，それ故にこそ，社会の発展のためには個々の人聞が自分の得意
とする才能を自由に発揮し 自己の利益を追求していくところにマクロとして
の一国の発展があると考えたことに象徴される。いうまでもなく，スミスの利
益追求についての「公・私調和説J，政府の自由市場擁護を説く「夜警国家論J，
政府の自由経済への介入を極力排除しようとする「安上がりの政府論j等，す
べて，その路線上にある。
しかしながら，このことはスミスの“独占企業拾頭への警告"からも察せら
れるように，決して自由競争万能主義を意味するものではないということもわ
れわれは同時に理解しておくべきであろう。スミスにあっては，あくまでも個
人的自由がないために停滞せざるをえなかった中世社会からの脱出と自由社会
実現の歴史的必要性を彊い上げたかったのである。
この点は，リカードが， “自由経済機構においては，厳然たる収穫逓減法則
の存在によって，超長期的には，やがて資本，人口がともにその増加を停止し
てしまうような定常状態stationarystateの到来を予想しながらも，なお自由
主義者として自由競争機構の分析に重点をおき続けた"という事実も同じ意味
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合いをもっているのである(しかし，ここでは，リカードのこの定常状態の分
析にもなお問題が残っている点を付記しておきたい)。
なお， “個人や企業(ミクロ)の自由な活動と経済革新にもえる意欲こそが
経済社会(マクロ)発展の根源である"とする考え方は，これまで，偉大な経
済学者達が異口同音に強調してきたところである。
例えば，マーシャルでは“経済的騎士道精神に支えられた企業家活動"こそ
が社会発展の鍵とされており，ケインズは 前述のように，単なる利潤動機で
はなく，あくまでも“アニマル・スピリットをもっ企業家精神こそ新しい経済
社会の実現を可能にする"とみていること。そしてまた，これこそがシュンベー
ターの経済史観でもあったのである。
周知のように，シュンベーターは， “資本主義経済発展の本質が，まさに個々
の企業家の技術革新意欲による起死回生的な努力による企業生命力の発現をお
いて他にないこと"を他のどの経済学者よりも強調した一人で、あったO またシュ
ンベーターによる「新結合」の理論は単に，狭義の資源の新しい組合せだけを
いうものではなく， “個々の企業家によるあくなき新製品の開発，新技術の開
発と導入，新市場の開拓，新資源の開発と利用 新しい企業経営方式の開発等
の諸要素こそ長期的な資本主義経済発展の鍵である"という主張に尽きるもの
である。
また，周知のように，社会主義経済の非合理性を決定的に批判し，経済的個
人(自由)主義の重要性をもっともたからかに語い上げたのはハイエクであっ
た。
ハイエクはいう。“市場経済には，伝統的経済学が考えたような，いわば，
きれい事の均衡化調整機構などは存在しない。そこにあるのは，個々の企業の
たえまない現場の知識の向上と市場情報に立ち向う模索的な活動から長期的か
っ自主的に形成されるところの均衡と発展のダイナミズムである"と。
従って，これらの主張から考えても，マクロ的経済諸量間の分析は，あくま
でも自由なミクロ的経済活動をふまえたものであってこそ人間の科学としての
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意味があるのであって，ミクロ的な自由や法則性を考慮しないマクロ経済学や
計画経済は結果において反省を余儀なくされるか，崩壊していく形になるであ
ろう。
ところで，現実と理想の関係について，経済理論で特に想起されるのはJ. S.
ミルの理論である。周知のように，ミルは“生産の法則はまさに物理的である
が，分配の法則についてはこれと違って人為的である。従って，所得の分配面
こそ人間の物的幸福のために社会的・制度的な改革を加えていくべきである"
としている。
しかしながら，この考えには大きな誤りがあったo イギリスの経済学者マー
ク・ブローグも，この点について“厳密に解釈すれば 二種の法則の間のこの
区別は支持しえない。なぜなら，それはケーキの「大きさJを決定する諸力が，
その一部分を支配する諸力から独立であるということを意味しているからであ
る"と述べている。
これは，より本質的な表現をすれば，ミルの誤りは 自由経済機構において
は，本来，物理的で，しかも合理的な性格をもっ所得の分配機構と，社会的な
価値判断に従うために必然的に人為的にならざるをえない所得の再分配機構と
を混同した点にある。というのも 理論的には，すでに一世紀も前に近代経済
学派のP.H.ウイツクスティードやJ.B.クラーク等により，また実証的には，
P.ダグラスやP.サムエルソン等に代表される多くの現代経済学者たちによっ
て以下の事情がすでに明らかにされているからである。
すなわち，それは，自由市場経済機構の下においては，生産活動の面では
“各生産要素の限界生産力原理と(相互)代替原理"という，いわば物理的原
理によって資源のより効率的な利用が図られるが，分配の面においても，また，
“諸々の生産要素の限界生産力，すなわち生産性と各要素への報酬の均衡化原
理"という，いわば合理的で物理的な法則によって各人の所得が決っていくと
いうことである。
だから，ミルの上述の二分化的思考やマルクスにおける“資本提供者の賃金
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搾取による利子・利潤形成の理論"や“地主の搾取分としての絶対地代形成の
理論"等は，近代経済学的分析手法，すなわち微積分的思考法がいまだ発見さ
れていない古典派経済学やマルクス理論の限界を示すものであって，社会科学
的にみれば，すべての所得の分配機構もまた，自由競争市場を前提とする限り，
物理的法則に属しているだけでなく社会的公正の原理にも叶うものなのである。
かくして，ミルが“分配の法則は人為的で社会習慣的に決まる"と考えた分
配機構というのは，自由市場の分配機能とは全く次元を異にする，いわば社会
的な再配分」の問題であったのである。というのも，ここで社会的再配分とい
うのは自由市場によって，まずは国民所得(国民純生産物)が人々の聞に公正
に分配された後に それこそ物理的法則とは全く異質な倫理的な社会的価値判
断(つまり，その時代・時代の人道的判断)によって，厚生的見地から，まさ
に人為的に“どのような所得層にはどのような税率を課し，その税収をどのよ
うな低所得層へどのように再配分していくか"という問題だからである。
そして，このような社会的価値判断こそ，マックス・ウェーバーが価値判断
論争において強調したように 極端にいえば，いわば個人的・主観的信仰を土
台として社会的に形成されるものである。
たしかに，ウェーパーは社会科学と倫理的価値判断の分離，すなわち，社会
科学の没価値性Wertfeihei tを主張したが，それは“社会事象に対する深い社
会科学的洞察をふまえなければ正しい価値判断は不可能である"ということを
決して否定するものではない。否 それどころか ミクロ的・マクロ的価値判
断がどれだけ客観性をもちうるかは，その基礎となる社会科学的考察がどれほ
ど深くなされているかにかかっているとさえいいうるものであろう。
ところで，ミルは更に封建時代からの土地資産の不平等な所有から生じる所
得の著しい格差についても一つの見解を示している。すなわち， ミルは， この
ような性格をもっ所得格差については一応これを認めた上で， しかもなお， こ
れが，近代自由競争社会の出現によって，世代の推移あるいは交替と共に着実
に是正される方向に向うと考えるのである D
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従って，そこには，インプリシットではあるが，革命などによる強行的で，
かつ急激な資産の是正は人間性や社会的価値判断の漸進性からみて好ましいも
のではないという考え方が窺われる。
それ故，この考えは， A.マーシャルの“新の社会改革は爆発的な革命によっ
てではなく緩やかな改善によってこそ達成される"という思想にも通じるもの
である。
さて，先にも纏棲述べたように，文化的内容をはじめ，社会的なすべての領
域における質量の変化を規定するものは，あくまでも，その構成要素であるミ
クロ的な個人の諸活動に他ならない。
従って，経済的局面においても，あくまで個々人の経済活動についての分析
が重要であり，この土台，すなわちミクロ的分析をふまえてこそ真のマクロ的
(国民経済的)分析が可能になると考えるべきであろう。
この意味で，経済学の歴史が，厳密な意味での社会科学史的にみる限り，主
にミクロ的分析を中心とした近代経済諸学派の理論から主にマクロ的分析を主
軸とした現代経済学へと展開し，今や，その統合的分析から図られるようになっ
てきたというのは極めて自然のなりゆきと考えられる。
ところで，幸いなことに，すべてに自由な市民社会においては公量評価がも
っ大数法則性によって，完全とまではいかないにしても，各分野において，ほ
ぼ，この公正機構あるいは報酬原理は作動しているように考えられる。特に経
済社会においては 周知のように 自由競争機構が完全であればあるほど限界
原理によって公正な報酬機構の作動を社会科学的に証明することができるので
ある。
なお，この点の，より精織な社会科学的証明こそ，高度な微分方程式を駆使
してのアローとデブリューの貢献 (Econometrica，1954年)に他ならないが，
それは一言でいえば，まさに“競争的市場均衡のもとでは少なくともパレート
最適(効率的で公正)である"ということであった。
かくして，このような正しい認識のもとでの平等性という概念は，これまで，
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一般的には“それは 機会の平等性をいうものであって決して結果の平等性を
意味するものではない"というように表現されてきたものである。
しかし，ここで，これまでの諸考察をふまえることによって， r現代の平等
性」一一すなわち，これもまたアロー的に一層厳密に表現すれば“社会的厚生
水準が最大になるような状態"ーーというものを，より明確に次のように規定
することができる。
すなわち， “それは，一方では，歴史的既得権としての人間の「自由」と社
会科学的にも立証しうるところの「効率性Jと「公正」の原理(つまり，競争
市場におけるパレート最適の原理)を共にしっかりとふまえながら，他方では，
あくまでも主観的で、しかありえないが， しかもなお各個人のレベルにおいて，
理性的にも感情的にも納得のいく理解を土台にして形成される「社会的な価値
判断」によって具体的に支えられた性格のものでなければならない"と。
そして，このような結論こそ，ウェーパーとシュモラーの価値判断論争(1911
年---1913)に対するわれわれの今日的解答でもあると同時に，アローが難解な
記号論理学的手法を用いて証明した「不可能性の定理一一すなわち，民主的市
場原理では，一般的にいって社会的厚生を最大にするような所得分配を決定す
ることができないといっ定理Ja社会的選択と個人的評価j1977年)に対して
考えうるわれわれのぎりぎりの解決策に他ならない。
かくして，われわれは，自由競争機構がミクロ的人間に対してもっている諸
種の残酷な局面，例えば，心身の障害故に競争に参入できない人々，老化や能
力の低下あるいは失業等のために競争から難脱せざるをえない人々の問題をは
じめ，マクロ的な公害や資源・環境問題等への対応等は， r自由競争の原利」
とはあくまでも次元を異にした社会的価値判断と，これに基礎をおく「厚生の
原理」にこれをゆだねる，といういわば二元的思考こそが重要となる。
従って，この点を誤って，単に自由競争から生じる不幸や不都合な局面のみ
に眼を奪われて，結果的に，まさに人聞社会の今日的発展を可能にした自由社
会自体をも否定するような考え方にでもなければ，それこそ， “牛の角を矯め
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て牛を殺す"ような短絡的で非科学的な思考ということになろう。
最後に，この章をおわるに当り，極めて当然な視点と考えられる項目につい
てまとめておきたい。それは，これまで，われわれは価値判断の面においても，
それが正しく機能するためには自由と民主的ルールこそ「かなめ」であり，土
台であると述べてきた。従って，まずは自由や民主的ルールを阻害するような
社会的，政治的，経済的諸要因の排除が考えられねばならないが，それでは自
由社会であれば全てが順調にいくかというと，そうはいかないというのが， こ
れまで述べてきたように現実の社会機構である口例えば これを経済的局面に
限ってみても，そこには周知のような“市場の失敗"という事情がある。すな
わち，それは，自由競争経済に必然、的に伴う景気変動，失業と遊休設備の発生，
豊鏡化ゆえの有効需要水準の長期的停滞協調的寡占企業の出現，公共財の不
足，公害の発生や環境保全力の欠落等を指しているが，これらは，やがて詳述
するように主に次のような二つの事情によっている。
すなわち，その一つは， J .M.ケインズ以前の伝統的経済理論が“事明の理"
として諸考察の基礎にすえた「予定調和説」が必ずしも真理ではなかったとい
う事情である。いうまでもなく，この説は“自由市場における各消費者と各企
業のミクロ的均衡化活動は，必然的に，その総体としての国民経済的諸量(す
なわち，マクロ)の均衡化につながっていく"という考え方に集約されるもの
である。
そして，いま一つの問題点は， “自由市場機構自体には，特定の人為的な配
慮が加えられない限り，そのままでは規模の利益の追求の結果として出現する
協調的な寡占体制への規制機能や豊かな生活環境・有限的な天然資源の保全と
公害の除去という面に対する補償機能が欠落している"という事情である。
かくして，現代の経済学に課せられた使命は主に上述の二つの事情について，
その矛盾的機構の核心を具体的に解明することと，その成果をふまえての具体
的にして基本的な改善策(すなわち，単に純粋な経済的施策のみならず，時代
の性格を認識した正しい世論の形成をも含むところの政策的諸手段)を明らか
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にすることにあるといえる。
よって，以下は，あくまでも，これらの問題への解明を目標に据えながら，
われわれが長年にわたりモデル化による分析を通して考察を深めてきた各学派
理論の特性と，その成果をふまえて考究してきた自由市場経済の現実的機構に
ついて，その核心的部分と考えられる諸点を明確化していくことにしたい。
3.各学派理論のモデル化による現代的解明
[ A ]概説
A.スミスは，先にも述べたように，自由経済機構がもっ新しい社会・経済的
秩序を解明することによって当時の人々に勇気と希望を与え，その後の経済学
と経済社会発展の基礎を築くという，まさに歴史的な成果を残したのであった
が，特に，その価値論は，後述の三つの公理と共に，その後の経済理論の発展
に良い意味でも悪い意味でも誠に重要な影響を与えることになったのだった。
そこで，先ずはスミスの価値論からみていくことにするが， ここでの重要な
視点は，スミスが商品価値を論じる場合 それは未聞社会と今日的文明社会の
二つの局面に分けて考察をしているという点である。
すなわち，スミスは，原始社会においては， “三つの生産要素のうち，土地
は，広い原野があるだけで，いまだ所有者は存在せず，資本(財)の方も弓・
矢や槍など問題とされないほど微量である。従って，手にいれた当該商品(例
えば野生の果実や生物)の価値は，それを獲得または生産するために必要な労
働量だけで決定される"という「労働価値説」を主張したのであった。
ところが，文明社会では， “商品(つまり価値)を生み出すために必要な上
記三つの生産要素はすべて所有者がいる訳であるから，商品の価値は，当該商
品1単位当りに支払われる地代や利子・利潤や賃金等によって決まる"という
「生産費価値説」を主張する。ところで，このことはまた“土地も資本(財)も
労働者も全てそれ相応の新しい価値を生み出す力をもっているからこそ，土地
や資本財(=建設設備資金)などの提供者は，当然，それ相応の地代や利子・
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利潤などといった報酬を受け取る権利がある"という考え方にもつながるので
ある。事実，このことは，三つの生産要素のうち，どれか一つが欠けても生産
される価値は著しく減少するか，ゼロになるということを考えるだけで， “ど
の生産要素もそれぞれに価値を生みだす"ということが明らかになる。従って，
この考え方こそ近代経済学の生産要素についての「限界生産力説」の基礎となっ
たのである。
ところで，原始的未聞社会でのみ通用すると主張したスミスの「労働価値説」
は， “すべての財は，もともと人間，すなわち労働者がいなければ生産されよ
うがない"と考えたり， “スミスの未聞社会では"という言葉を見落としたり
してしまうと，それこそ文明社会でも適用されるような結果になる。
だから，そこでは， “地代や利子・利潤というものは， もともと労働者が生
み出した価値部分なのだから，地主や資本家(資本提供者)が労働者へ支払う
べき賃金部分の一部を搾取するのでなければ出てこない"という考え方にもな
り，ここから，資本主義否定のマルクス理論が用意されることにもなったので
あった。このようにして，その後，スミスの労働価値説(これは，厳密には，
市場の需給関係を考慮した支配労働価値説ではなく，市場の需給を無視した投
下労働価値説の方を意味する)はD.リカードから上述のK.マルクスへと継承
され， “文明社会においても労働価値説こそ真実である"というように理論武
装されることになったのだった。
しかし，この際，リカードは“労働者はいうまでもないが，土地というもの
もまた差額地代が形成されることから明らかなように新しい価値を生み出す"
と考えたため，結局， “価値を全く生み出さないのは資本(財)だけである"
とする，いわば「準労働価値説」とでもいいうるような理論が打ち出されるこ
とになったのであった。
ところが，マルクスの方は，リカードのこの考え方を更に徹底させ， “文明
社会であろうと，あらゆる財はもともと全て労働者が生産したり利用可能な状
態にする訳だから，労働者以外の生産要素は土地にしても資本財にしても，そ
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れ自体決して新しい価値を生み出すものではない"とする，いわば純然たる
「投下労働価値説」を展開したのであった。それ故，この考え方でいくと，価値
を新しく生み出す労働者階級以外の地主や資本家階級が手にする地代や利子・
利潤といった所得は，本来ならば賃金として労働者に渡すべき部分をこの階級
の人たちが搾取することによってしか生じてこない。従って， ここから， “こ
れらの階級が幅をきかす資本主義社会は絶対に否定されるべきである"という
結論になったのだった。
しかし，消費が節約されて資本(財)化されるまでの時間的過程における
(勤労者階層を含む広い意味での)資金提供者たちの物質的・精神的労苦や努力
があればこそ，機械設備や工場の建物等といったような資本(財)が存在しう
るようになるということ そしてまた これらの資本(財)があればこそ，労
働力だけで財を生産するよりも何十倍，何百倍もの新しい価値物が生産される
ようになるという事実等を認識すると “資本(財)は価値を生み出さない"
とか， “利子・利潤は資本提供者 つまり資本家の労働者に対する搾取によっ
てしか捻出しえない"といったような考え方は成立しえない(なお， この点に
ついては後に更に詳述する)。
ところで，スミスの生産費説の方は古典派のR.マルサスやJ.B.セーなどに
引き継がれることになるが，やがて近代経済諸学派によって，一層，科学的に
洗練され，各生産要素の「限界生産力説」となって今日の現代経済学へと伝承
されることとなったのである。
かくして，スミスが摘出した自由市場の需要調節原理や価値論をはじめとす
る諸々の理論的考察は，その後の経済学および経済社会の発展に絶大な貢献を
することになったのであるが，反面ではまた，古典派にも近代諸学派にも，マ
ルクスとは違った意味で，長い間にわたり自由主義経済の基本的機構について
の認識において大きな誤謬を生ぜしめることになったのだった。
なかんずく，この真偽両面の理論的展開に強い要因となったのは，スミスが
掲げた次の三つの公理内容を，その後の経済学者たちがすべて真なるものとし
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て継承しつづけたことであった。というのも，これらの公理は，以下に概説す
るように，それぞれに真実に充ちた面と今日的視点からすれば明らかに誤りと
考えられる面とを併せもっていたからである。
すなわち，その三つの公理とは
(1) 貨幣車輪説にもとづく「ダイコトミー(二分法)の仮説」
(2) 貨幣財とその他の一般財貨との量的均衡化原理
(3) セーの法則のもとになった「生産要素および生産物の需給均等化必然説」
である。
ここで， (1)の「ダイコトミーの仮説」というのは， “金や銀，および， これ
をもとにして発行させる紙幣や小切手等の通貨は他の全ての一般財貨を運ぶた
めの単なる交換と流通の手段(大車輪)でしかありえず 決して他の全ての一
般財貨に積極的な作用を及ぼすものではない"とする考え方である。たしかに
これは物的生産関数一つを考えただけでも重要な真実を語るものではあるが，
他方ではまた，大きな誤りをも含んでいる。
なぜなら， “一般財貨は物理的には労働者とか資本財や土地などの実物的要
素によって生産されるものであって，決して紙幣を含む貨幣によって生産され
るものではない"ということは真実である。従って “経済社会を真に発展さ
せるためには当時の重商主義者たちの主張とは異なり 上記三大要素の充実拡
大こそ経済学にとって最も重要な課題である"という，いわばサプライ・サイ
ド重視の経済学的主張はまさに正しいことである。
しかしながら， “貨幣(財)という潤滑油自体の供給が不足したり過剰になっ
たりするようなことはないだろうか"， “また仮に，そのようになったとして
も，それは単に物価の騰落を生じるだけで実物経済には全く影響を与えない"
のだろうか，といった点なとやへの配慮が欠落しているということも事実である。
次に(2)の「貨幣財とその他の一般財の量的均衡化原理」であるが， この主張
は，簡単にいえば“両者の相対価格の調整的変動によって貨幣財と一般財の量
的比率は常に好ましい状態に保たれる"という考え方である。
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すなわち，貨幣財が一般財に対して相対的に不足すると貨幣財の相対価値が
高騰するため，その生産量や輸入量が増加してやがて両者は均衡化するという
訳である。よって，逆に一般財の側から考えてもこの結論は同じである。
従って，この(2)の公理は上の(1)の公理の成立を側面から強力に支える性格を
もつものであるため，なお更， (1)の公理はすべて真であると考えられるように
なったのであった。しかしながら この(2)の公理にも大きな現実的な見落しが
あったのである。それは “貨幣財が他の一般財とは決定的に違った性格を現
実にもっていたとしたら その時には この均衡化メカニズムは働かなくなる
のではないかヘという点への配慮不足であった(後述)。それ故，この視点
の看過が，これまた長い間にわたって自由経済機構の理論的分析に大きな欠陥
をもたせることになったのである。
最後に(3)の公理であるが，これは一般的には，その後フランスのJ. B.セー
によって“供給はそれ自体需要を生み出す"という表現で説明されるようになっ
たもの(すなわち，セーの法則)である。そこで，先ず これをスミス的に考
えれば， “自由競争社会での供給量，すなわち，価格表現でいくと，生産され
た価値額は，最終的には，まぎれもなく賃金・利子・利潤・地代(賃貸料)と
いうような国民の収入になり，それは必ず生活のために消費され，残りは貯蓄
される。そして，時間的に若干のズレがあるとしも貯蓄された資金は必ず利子
率や証券利廻り等の変動によって全額が投資々金へと向けられていくから，生
産された価値額はすべて需要され尽す形になる"と考えたのである。また， J. 
B.セーは，周知のように，この機構を別の局面から説明した。すなわち，“企
業や家計は，それぞれ生産活動と消費生活を営むために，一定の期間の取引総
額に対して常に一定の割合の貨幣を保持しようとするが，一般には，それ以上
にも，それ以下にもしようとはしない性向一一すなわち，マーシャルの hの安
定性ーをもっている。なぜなら，取引に不必要な貨幣は利子を生む貯蓄性の預
金に回してしまい，手元におこうとはしないからである"と。そうすると確か
に取引総額水準の変動に比例して各経済主体の保有する貨幣需要額が変動する
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だけだから社会全体として財やサーピスの購買力が供給額に対して不足する筈
はなくなる訳である。
しかしながら，この理論にも盲点があった。それは， “もし，何らかの原因
で、各経済主体の貨幣保有率に変化が生じるような事態があったとしたら， (例
えば，市場利子率の変動によって貨幣保有率が動くとしたら)，必ずしも，財
やサービスの総供給額に等しい総需要額が生じるとはいえなくなる"からであ
る。従って，この点の看過も，その後の経済学の発展に大きな欠陥をもち込む
ことになったのだ、った。
しかしながら，漸く，今世紀にはいって，この三つの公理に含まれる誤った
視点は，現代経済学の生みの親である J.M.ケインズによって理論モデル的に
は種々の暖味さを残しながらも現実的には完全に否定されることになったので
あ。た。
すなわち，ケインズは，それまでのすべての面での自由放任主義的経済理論
に対し， “中央銀行による通貨量の適切なコントロールと政府の経済への積極
的な介入とによって，短期・長期の景気変動をスムージング化すると共に，総
有効需要のレベル自体の向上を図ることが自由経済機構のもつ効率性を維持し，
かつ，生活水準を高める上で是非とも必要である"とする，いわば，革命的な
修正自由競争経済(修正資本主義経済)の理論を提唱したので、あった。
しかしながら，このケインズ、のマクロ的(国民経済的)理論では，伝統的経
済理論との精密科学的な関連をはじめ いまだ自由経済の長期動学的な成長・
循環機構も，ミクロ的均衡とマクロ的不均衡の関連も具体的には明らかにされ
ていないため，その後においては，これらの面で多くの現代経済学者たちによ
る研究成果が相ついで発表されることになった。
すなわち，伝統的理論一般とケインズ、の理論のパラダイム，すなわち諸前提
や枠組みの違いや，マクロ的成長機構と景気循環機構の展開等に関してはポス
ト・ケインズ派に属する人々により またマクロ的な長期均衡化機構について
は新古典派的成長論派と称される人々によって，更に，ミクロとマクロの関連
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については，マクロ的不均衡理論のミクロ的基礎付けを行なおうとする一群の
学者たちによって種々の成果が挙げられることになったのである。
また，現代マネタリズムの創始者であるミルトン・フリードマン一派は，ケ
インズが主張したマクロ的実物経済への貨幣的影響のみを重視し， “貨幣の供
給量をマクロ的な実物経済の成長規模に合わせていくこと以外については，一
切，自由市場の需給均衡化メカニズムにこれをまかせるべきである"とする，
いわばスミス的新自由主義経済理論を展開することにもなったのだ、った。
しかしながら，これらの諸理論においては，後に詳述するように，それぞれ
にすぐれた貢献を残すことになったものの，ケインズによって，はじめてマク
ロ的に看取された現代自由経済機構に対する革命的な分析視点一ーすなわち，
貨幣と実物経済との関連機構，および民間と公共部門活動との関連機構等にか
かわる統合的分析視点一ーについては，結果的にみる限り，何れも看過される
形となっているため，これ等についての具体的考察はいまだ現在に到るまでな
されないままになっている。
従って以下においては，及ばずながら，あくまでもこの点の考究を中心に，
新古典派以降，現代までの主要な理論とマルクス理論等がもっ根本的問題点を，
これまでのわれわれのモデル分析的成果をふまえながら明確化し，最後に現代
経済機構がもっマクロ的不均衡とミクロ的均衡の基本的要因についてわれわれ
が行なってきたモデル的諸考察の結果だけを更に総合的視点から集約的に述べ
ていくことにする。
[ B ]近代経済理論の基本的性格と問題点
古典派に継ぐ近代経済諸学派の理論の中でも特に取り上げられねばならない
理論は，何といっても自由経済の特性を示すような基本的機構を摘出した次の
四つの体系である。すなわち，それは， L.ワルラスの観念的な長期一般均衡体
系，ボ、エーム=パヴェルクの巨視的迂回生産構造論， A.マーシャルの現実的な
動学的部分均衡価格体系およびK.ヴイクセルの貨幣経済論体系である。
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先ず，壮大にして透明なワルラス体系の主目的は，完全競争経済というもの
が以下の三つの合理的条件を同時に達成できるメカニズムを備えているかどう
か，ということを検証することに尽きるものである。すなわち，
(イ)諸々の資本財の市場相対価格というものは，各資本財が，その耐久期間中
に生みだす純利益，すなわち総利子に等しくなるか。
(ロ) 無数に存在する生産要素(諸資源)と，それらが生産する無数の資本財，
消費財，サービス等の需給均衡が，これらと全く同数だけ存在するところの
広義の相対価格の変動によって多重相関的に達成されるか。
判 以上の(イ)と(ロ)の条件下で，人類が望んで止まぬ無数の消費者個々人の効用
(満足)と無数の生産者(各企業)の純利潤は共に同時に極大化しうるのか。
という条件であった。
そして，ワルラスは，遂に，この命題を，いわば2g+2m+2個の巨大な
連立方程式体系を構築することによって数学的に証明したのだった。なお， こ
の体系が非負条件をもたねばないということ等についても，その後，多くの議
論が生じたが， A.ワルトやK.アローらによって数学的かつ現実的な解決をみ
ることになったことは周知のところである。
しかしながら，実は，ここには自由経済の存続にとってより決定的に問題と
なる点が影を秘めていたのだ、った。それは 世界の経済学者の中でただ一人，
故・柴田敬教授のみによってイクスプリシットに指摘された次の 2点である。
すなわち，ワルラスの体系では，無数の経済財の需給がニューメレールとして
の貨幣用財(金)に対する相対価格の変動を通して調整されることになってい
る。従って，実物経済領域での重層的な需給均衡化機能を証明している点はよ
いのだが，まず重大問題の一つは，肝心の“貨幣財(金)そのものと，その他
のサーピスを含む一般財貨との量的均衡というものは スミスをはじめ，ワル
ラスを含む全経済学者達がインプリシットに考えていたような両者の相対価格
の変動によっては決して旨く達成しえない"という事情であった。
そして，あと一つの問題は，この体系では「セーの法則Jを前提としている
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ため，現実には常に存在している新資本財の投資需要関数(具体的にワルラス
の体系では村田)が欠落している点である。従って，この点を組み込むと，そ
の数だけ体系は過剰決定的になるため，結局，現実の自由経済はワルラスの結
論とは逆に， “一般的に不均衡的である"ということを証明することになって
しまうのである。
しかし，後者の問題は，短期的にはA.マーシヤル的に超過利潤率という新変
数を各投資需要関数にそれぞれ組込むことにより，また長期的には， これがゼ
ロに収飲すると考えることによって解消できるように考えられる。しかも， こ
のような思考方が可能で現実妥当的なのは この理論があくまでタトマンの仮
定による同時決定体系となっているからである。
また，ワルラスの体系は長期静学的か短期動学的かについての諸論争，つま
り安井:森嶋論争をはじめとする数多くの論争も，結局 ワルラスが各資本財
の相対価格の決定条件式に各期の減価償却費をも明確に組み込んでいる点や競
争による超過利潤率のゼロへの収束等を考慮すると これは あくまでも長期
静学モデルによる自由経済の均衡への収数機構を原理的に取扱っていると考え
る方が妥当的であるように考察される。
だが，現実的に考えると問題は依然として残る。というのも，上記のように
考えることで抽象的な長期均衡体系の，いわば，この面の説明は可能となるが，
現実の経済はあくまでも「短期の連続」であるため，投資関数はやはり厳然と
存在しているからである。従って，体系の過剰決定性はこのままでは依然とし
て解決されない。
更に，次に残る問題は，前者，つまり“貨幣用財と一般財の量的均衡化機構
についての考察の欠落性"にあるということになる。これは，ワルラスがスミ
スの考えたような両者の均衡化機構，すなわち，両者の自然価格と市場価格の
変動による量的均衡機構の存在を信じて，少なくとも体系上は問題にしなかっ
た点にその根本的原因がある。
そこで，更にこのことをより具体的に説明すれば，それは次のようになる。
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すなわちスミスの考えでは，貨幣財たる金の量もまた，他財の場合と同様に一
般財に対する相対価格の騰落によって，一般財の量に対して少なくとも価値的
には速やかに均衡化するように動く筈であった。従って，この考え方こそ，
“貨幣量は実物経済諸量の決定には何ら積極的作用は有しない"とする「ダイ
コトミーの仮説Jの基礎となったのである。
しかしながら，人間の金や銀に対する反応は，その他の一般財貨のそれと違っ
て，例えば金・銀の相対価格の騰貴によって供給が増えるどころか，むしろ投
機的な退蔵や生産不足が生じて供給が萎縮化する傾向さえもつため，一般財貨
の貨幣財に対する相対価格の下落は時間的には容易に回復しないどころか，む
しろ，一定の期間は両者の議離が拡大する傾向さえもっているのである。
従って，このため，実物経済界の不況をも長期にわたって一層深刻化させて
いくようになる。なお，この点は，前世紀までの歴史がそうであったように，
現実に金や銀の供給量が偶然的な金銀鉱脈の発見や精錬技術の向上，あるいは
金銀の輸入の増大などによって増大していき 長期的には拡大してやまぬ一般
財貨の生産・流通規模に何とか追いついていく内はまだ深刻化の程度は弱いと
考えてよかろう。
しかし，典型的には1929年以降の前代未曽有の世界恐慌にみられるように，
今世紀にはいってからの陛目的な生産技術の発達や資本量の蓄積による生産量
規模の大幅な拡大とは対称的に 新鉱脈の絶対的不足が生じた場合は，両者の
量的アンバランスが修復不可能な状況にまで、到って，経済社会はそのままでは
もはや救いようのない状況になってしまうのである。
ところで，このような事態については，文学的には故・柴田敬教授により，
また数学的には，われわれが可能な限りの経済学上の原理・法則をふまえなが
ら構築したモデルによって証明しうるところである。
なお，この際，ワルラスの体系は実物体系で，かつ相対価格の体系であるか
ら，現実的には，紙幣の需給式を一つ増加させることによって生じる不均衡化
を本位貨幣1単位当りの絶対価格という変数の導入によって解決することがで
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きる訳である(そして，このことこそワルラスが『純粋経済学要論』の第4部
で、取扱った「貨幣数量説J的思考であった)。しかしながら，現実的なニュー
メレールである金の量が現実的に非弾力的になって変数が一つ減ると，体系は
この面でも過剰決定的となるのである。
なお，この点に関して，現実的なマーシャルの短期的な絶対価格体系では，
投資需要関数が厳然と組み込まれているにもかかわらず，均衡的となっている
のは，機能的分配方程式の中に市場の利子率とは別に短期的な超過利潤(すな
わち，マーシャルによって準地代とよばれたもの)が変数として含まれている
からである。
だから，ここでも，長期的正常均衡で超過利潤がなくなると， どうしても過
剰決定的体系とならざるをえない。そこで この点を解決するためには，マー
シャルの体系に含まれていえる「現金残高方程式」の貨幣(紙幣)供給額M'
をバリアブルにしてM'としてやればよい訳であるが 金体位制度下では，貨
幣供給額は，この体系のインプリシットな前提(つまり，金量=バリアブルと
いう前提)とは異なり，現実にはあくまでも非弾力的な金の量に規制されてい
るために，それができないことになる。よって，マーシャルの体系もまた，
“長期的には，自由経済は不均衡的である"ということを物語っていることに
なってしまうのである。
なお，マーシャルの理論が短期でありながら，しかも動学的であるといわれ
る由縁は，集約的には，まさに，この超過利潤(準地代)の存在と，新規企業
の市場への参入および既存企業の規模の利益追及(つまり，設備の増加)によ
る社会的資本の増加という，いわば疑似動学 (Pseudodynamics)的要素を含
んだ体系になっているからであることをここで付言Lておきたい。
かくして，歴史的に，この「ダイコトミー仮説」と「貨幣財とその他の一般
財貨との量的均衡化原理」の否定的側面を現実的・感覚的に鋭くも見抜いたの
がケインズであり，それ故にこそ，彼は金本位制度(立)に代る管理通貨制度
(M' )を声高らかに提唱したのだった。
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なお，ここで，ケインズ理論の革命性について，更にいま一つの核心的な要
素を前もって指摘しておかねばならない。すなわち，それはワルラスの体系で
触れたように，ケインズまでの伝統的理論では「セーの法則jによる総取引量
の恒常的な需給均衡が 「ワルラスの法則」をふまえて，あくまでも「自明の
理」とされていた訳であるが，ケインズはこれをイクスプリシットに否定した
という点である。従って，そうなると，常識的にも総需給均衡条件式の中に出
てくる不均衡量を埋め合わせるべき何らかの需要量(変数)が必要になる訳で
あるが，これこそケインズの主張した政策変数としての政府支出 0'の出動に
他ならなかったのである。従って ここで はじめて，スミス以降一世紀半に
もわたって保持されてきたレッセ・フェール(自由放任)の思想や政府の経済
への不介入主義や夜警国家論等に表示されえる消極的均衡財政主義は歴史的に
否定されることとなったのだった。
かくして，以上の諸考察から，ワルラスの純粋で抽象的な理論を現実的で実
践的な性格に向けて展開していく道は，ダイコトミー仮説の否定の論理(つま
り管理通貨の導入)とセ一法則の否定の論理(つまり公共部門の導入)を共に
体系に組み込んでいくことによってこそ打開される(つまり 体系は二つの政
策変数を含むという形で整合的になる)という事態も明らかとなってくるので
ある。
なお，ここで是非とも付言しておかねばならない点はボェーム=バヴェルク
の理論である。というのも ボ、ェーム=バヴェルクは自由経済のマクロ・モデ
ル化をはじめて成し遂げただけでなく その概念や証明が極めて困難な「生産
の迂回化の概念とその効率性や自由経済における合理的な迂回生産期間の決定
機構」等を均衡実質賃金率 ωQ や均等実質利子率 ~Q の決定と関連させて統合的
に解明したからである。
しかしながら，ここでも，それは，あくまでも一定の資本量(生存基本)や
一定の労働人口を前提とした上での ωQ や ~Q や最適迂回生産期間の決定メカニ
ズムであるから，いわば一方通行的で単一的期間分析の体系である口従って，
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これに経済学的な工夫を加えることによって，技術水準のみ不変の相互決定的
な長期静態的均衡体系か疑似動学的体系に展開したとしても，依然として，そ
れは実物経済だけの均衡理論以上に出るものではないのである。
この点，近代経済学派の中で貨幣量と実物経済諸量との関連機構を真正面か
ら取り扱った唯一の経済学者はK.ヴィクセルであった。
周知のように，ヴィクセル体系は，実物利子率と貨幣利子率の間にある希離
の累積過程と収般の機構から景気変動の実態を解明しようとしているものであ
る。しかしながら，われわれモデルで考察する限り この体系もまた，あくま
で物価変動を通じて貨幣利子率の実物利子率への必然的収数のプロセスが問題
とされているのであって，ケインズの理論によって明らかにされたように，現
実はまさに“その逆である"という点が指摘される。従って，結局， この理論
もまた，基本的には伝統的理論の性格を出るものではないということが証明さ
れる形となるのである。
なお，最後に伝統的経済学の世界にありながらも 自由競争経済の基本的機
構解明の一大貢献者として，決して，その名をあげることをおこたつてはなら
ないのはc.メンガーとP.H.ウイツクスティードであろう。なぜなら，これら
の学者によってこそ“自由市場経済がもっている効率的で合理的な消費と生産
機能ならびに合理的で公正な分配機能がもっとも端的かっ社会科学的に摘出さ
れた"からである。それ故，仮に彼らの，この天才的な考察がなかったとすれ
ば，おそらく，その後の限界分析的手法や限界原理も，従ってまた近代経済理
論や現代経済理論の社会科学的成果も今日ほどの展開をみることがなかったで
あろう。その意味で，この二学者の優れて現実主義的な理論分析はいかに高く
評価されても過ぎることはないように考えられる。
かくして，これまでの考察から結論的にいいうることは，マルクスの指摘の
ように“自由交換経済機構そのものに根本的な問題であった"のではなく，長
期間にわたって維持されてきた金本位制度と政府による有効なマクロ政策の不
在性という，いわば自由交換市場機構への外部からする管理的側面に問題が伏
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在していたのである。だから，今日の自由経済に対する重要な視点を一言でい
えば，それは実物経済の諸状況に合わせた中央銀行の適切な金融政策による貨
幣供給量の調整と政府による現実的なコントロール・システムこそ不可欠な要
素である，ということになる。そこで，この点をいま少し具体的に表現すれば，
金本位制度から開放された通貨・金融政策と旧来の消極的均衡財政主義から開
放された自由経済への積極的な財政介入政策による，いわば「自由裁量的政策」
こそ必要ということになるのである口従って，現代における政策は，わが国の
今次大戦後の30年間にみられるような経済成長への刺戟一本槍の通貨供給増加
政策(すなわち，高物価による強制貯蓄型高度成長政策)も多くの問題を含む
が， “その後における需要の着実な伸びと物価安定型成長経済の持続が，実は，
基本的には上述の「自由裁量的政策」の成功に支えられていた"というインプ
リシットな事実を決して看過してはならない。それ故 M.フリードマンが主張
しているような「通貨供給についての固定ルール的政策」だけでは今日の不完
全雇用均衡は理論的に解決しないし，アメリカやイギリスの現実もそうであっ
た(後に詳述)。
なお，特に最近のバブル景気とその崩壊については，かつて，通貨の需要は
経済社会の需要があってこそ生じると考える銀行主義と，通貨の供給は本位貨
幣の存在によってのみ支えられなければならないとする通貨主義との論争に対
して，相場市場経済と実物市場経済の違いこそあれ，何か共通した性格が看取
されえるように思われるのは誤った見方であろうか。
ところで，スミスやワルラス，マーシャルやケインズの自由経済機構に対す
る根本的な考え方をとり上げてわれわれの見解を述べた以上，当然，経済学の
巨峰の一つをなすマルクスの自由経済否定の論理構成についても，長年の考察
によって指摘されうる根本的諸問題を述べておく必要があると考えるので，以
下，この点を概説しておくことにしたい。
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[ c ]マルクス経済学の考えとその基本的誤謬
先にも述べたように，マルクスは，スミスが原始社会のみに運用すると考え
た「労働価値説」や，この考え方を基本的に引き継いだリカードの「準労働価
値説」を更に発展させて， r投下労働価値説」は文明社会でもそのまま当ては
まる真実であると主張した。
すなわち，マルクスの理論は， “純生産物，すなわち，新しい価値物はあく
までも労働者(階級)だけによって創造されるのであって，資本(財)は単に，
その価値を総生産物の中に移転させるだけである"と主張する。だから，資本
提供者(資本家階級)が一定期間の国民の純生産額，すなわち国民所得から利
潤として手にするものは，本来 労働者階級がその価値を生みだしたが故に手
にしうる筈の賃金部分から，その一部を搾取することによってしか生じないも
のである，と考えたのである。
しかしながら，この考え方は先にも述べたように，論理的に誤っているだけ
でなく，資本(具体的には資本財)の協力があったればこそ新しく生み出され
る価値の大きさ(つまり，純生産量)は大幅に増加している一一従って，資本
もまた価値を生み出している一ーという物理的事実さえ否定しさるものである。
また，そこでは， “資本家の提供する機械・設備などの資本財も， もともと
は労働者がいなければ生み出されてはこない"という，資本財生産の単なる物
理的・技術的側面にのみ眼をむけた皮相的な因果論があるだけであって，本来
の「資本」という概念は厳密にはどこにも含まれていないのである。
更に付言すれば，この考え方は，資本(もしくは，同じことであるが，その
具象形態としての資本財)というものが，もともと“インピジブルなく時間〉
という要素なしでは存在しえない抽象的概念で表わされた実態であるというこ
と"を理解しえない人々の皮相的な考察でしかない。
なお，ここでいう時間的要素とは，労資階級などとは全く無関係に，各家計
や各企業が現在の消費や分配利益を動機の如何にかかわらず忍耐によって時間
的に将来にもち越すことや，それに基づく生産の迂回化や事業・投資リスクの
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時間的な成果を期待する決意から生じる行為のことである。それ故， これらの
忍耐や努力やリスクを伴なう行為は，当然ながら，その結果としての成果の中
から利子・利潤という形で報酬として分配され，報われることになる訳である。
従って，このような社会科学的視点からみる限り，マルクスは本来の「資本」
の意味をよく理解していなかったのではないかという疑念さえ生じる。
また，いうまでもないことながら，マルクスの余剰価値論(利潤論)につい
ては，すでに100年も前に，ボ、エーム=パヴェルクによって“今期の商品の市場
価格が(マルクスの自由経済における“価値と価格の議離機構"によって)仮
に今期の商品の真実価値から希離しているとしても，次期には，あくまで，そ
れ(市場価格)をもとにして各企業は生産活動を開始する以上，価値と価格の
ギャップはますます拡大したり混乱したりすることになるので，剰余価値論は
現実的に観念論たるを得ない"という鋭い指摘がある。また， “自由市場経済
では利潤率はどのように考えても競争の結果として決定されるのに，マルクス
理論では利潤率が生の投下労働量によって前もって決定されてしまう"という
ことの論理的倒錯性も J.ロビンソンによって指摘されている。
なお， “労働価値説によって利潤の発生を無矛盾的に説明しうる"というこ
とと“利潤の発生を証明できる"ということとは全く異なる性格をもっている
という点も認識されねばなるまい。というのも，ここでは仮説=事実という短
絡的な思い込みの図式があるだけで，社会科学の資格を規定する諸条件のうち
でも，もっとも基本的な条件である仮説の設定→事実の厳密な検証→法則の確
認という社会科学的考察上の手続きさえここでは充分にとられていないからで
ある。
なお，このことは，柴田敬教授が，三十年も前に労働価値説による自由経済
機構の厳密な数学的モデル化によって，結果的には何ら労働価値説によらずと
も価格(あるいは価値)現象をより完全に説明しうるといつことを証明してい
ることからも明らかである(r経済学原理J昭和42年)。
更に，マルクスの再生産表式についても，それは単なる数字のつじつま合わ
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せによって資本主義経済の需給不均衡メカニズムを証明しようとするものでし
かない。というもの，この表式は“生産物や生産要素用役の市場価格の需給調
節作用"という，まさに，それなしでは自由市場経済の本質が説明されえない
ところの市場機構自体を完全に無視した形で構築されているからである。
その他，マルクスの重大な誤りは剰余価値率m[学ここで，V=労働者を
雇用する可変資本量，M=Vのみが生み出す剰余価値量(利潤量)]を固定資本
量Cとは無関係に一定(市)一一『資本論Jの場合は 1一ーとおいたことにも
ある。従って，このことから，資本主義経済は資本財である Cが経済の発展に
よって大きくなればなるほど，すなわち，別言すれば資本の有機的構成(与)
が高度化(すなわち，オートメイシヨン化)すればするほど，資本利潤率 r(= 
M -ーrt/7;._j1)は必然的γ低下していくことになる。従って，資本家階c+ V -C  V +  / ，c>.:x.'~，.，，"":; V~ 
級は，この利潤率rをあくまでも一定に維持しようとして労働者階級に対する
搾取率を一層強化していく形になるため 生産物の供給量とは逆に，社会的購
買力の担い手である労働者層の消費購買力の方は初めは相対的に，そして，や
がては絶対的にも減少していくようになる。
かくして，繰り返される毎に深刻化する恐慌と生活にあえぐ労働者階級の革
命運動の激化によって，資本主義経済社会は必然的に崩壊の日を迎えることに
なるというのである。
だが，果してマルクスのこの考え方は理論的，現実的に正しいのだろうか。
このような結論が導出されるようになった主な誤りは， “具体的には労働者
という形で存在する Vのみが新しい価値(剰余価値)を生みだしうる"という
仮定もさることながら，より直接的には，理論の前提として“剰余価値率m を
一定(瓦)とした"点にある。
というのも，現実のmの値は資本の有機的構成予の高度化に対して一定でも
1でもなく，むしろ増加していくからである。なぜなら，資本の有機的構成が
高度化するということは他でもなく労働者Lの資本装備率k(イ)が向上する
ことになる訳だから労働の生産性が高まり，結果として剰余価値率m(=併を
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高めることになるからである。
従って，総資本の報酬である利子率(もしくは利潤率)rの水準は，与がどの
ように変化するかということと，kの増加がmをどの程度上昇されるかによっ
て決まってくる。
ところで，資本財Cの増加率の方は経済の発展につれて大幅に増加していく
ことが可能であろうが，労働者Lの増加率は決してそれには及ばないであろう。
というのも，現実的に考えて，年々の資本(財)蓄積率が例えば10%ずつ増加
することはあっても，労働人口が10%も増加するようなことなどは決して起こ
りえないからである。
従って， Cの増加によってmが上昇する場合に，それがCの増加率を少しで
も上廻るならば，必ずしも，マルクスの主張のように“労働賃金率 ωは常に物
理的な生活最低水準以上にはなりえない"ということにはならないのである。
なぜなら，上記の記号式に従って考える限り結果は次の四つの事態が生じるか
らである。すなわち， (1) rの上昇によって ωが全く向上しない場合， (2) rとω
が共に上昇する場合， (3) rが下落し ωが大幅に上昇する場合 (4) rが安定的で
あるために ωがsteadyに上昇していく場合である。
ところで，現実はどうであろうか。サムエルソンやカレッキーなどが指摘し
ているように，何れの先進諸国も，この40~50年という長期間をとれば， rは
景気的循環はあるにしても平均的にはほぼ一定であるのに対して， ωは5~10 
倍もの上昇を示しているし，このことの近経理論(限界原理)による数学的で
精綾な原理的裏付けもなされているのである。
だから，結局，マルクスの“労働力だけが一定の新らしい価値を生み出す"
と考える剰余価値説や利潤搾取説 あるいは資本主義経済崩壊の理論などは何
れも観念的な仮説にしか過ぎず 現実(実証)的にも論理的にも否定される。
ところで，次にマルクスの弁証法的唯物史観における重大な問題点も指摘し
ておかねばならない。それはマルクスのいう生産諸力と生産諸関係(すなわち
各発展段階における搾取階級と被搾取階級の関係)の関連的把握にかかわる誤
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謬である。すなわち，マルクスの主張では“各発展段階において生産諸力の伸
びが，ある段階まで進むと，それまで，その諸力を支えていた生産諸関係と互
いに矛盾するようになるため，それまでの生産諸関係が崩壊し，それに代わる
新しい生産諸関係が生産諸力を支えるようになって経済社会は発展していく"
n経済学批判j .序言)というのであるが，この考え方はおかしい。
なぜなら，論理的には生産諸力は，それに照応した生産諸関係によってしか
支えられない訳であるから，それまでの生産諸力だけがそれまでの生産諸関係
とは無関係に伸びていくことなどできない筈だからである。
すなわち， “社会的に生産諸力が伸びている以上，必ず，これを支えている
新しい生産諸関係が従来の生産諸関係の中にすでに育っている"ということを
看過するという，いわば自己矛盾的な誤りの中にマルクスは無意識の内に陥っ
ていたのである。
以上のマルクス史観の誤りは故・柴田敬教授によって，すでに30年も前に指
摘されているところであるが以下では 更に この点をわれわれなりにより
具体的にみておくことにしよう。
さて，マルクスの王張に従って考えれば，確かに，封建的生産諸力は，封建
領主をはじめとする地主階級と一部の自作農を頂点とした無数の小作農民階級
という，いわば封建的生産諸関係(マルクスは，これを別に封建的生産様式と
もいっている)によって支えられていた。しかしながら，時代の進展と共に
やがて，これに代わるマニュファクチャア的生産関係，すなわち，資本家で、あっ
て，しかも経営者であるという階級と，彼らによって雇われ 工場で働いてい
る被雇用労働者階級との関係によって支えられた「工場制手工業」という，い
わば資本主義的生産関係の原初形態ともいうべき生産関係が育つことによって
生産諸力もまた take-offともいわれるような大幅な上昇を始めたのであった。
そして，更に，これは，やがて純然たる資本制生産関係を示すところの資本
(家)と経営(者)の分離，巨大な機械設備によって装備された工場での大規模
生産，大量の精神的・肉体的労働者階級の存在等々の諸関係に支えられて 急
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速に資本主義的生産諸力がその威力を発揮することになったのだ、った。
しかしながら，歴史の展開はこれで終わることはなかった。しかも，それは
決してマルクスのいうような労働者階級だけが主催する社会主義社会への進展
ではなかったのである。
というのも，資本主義的経済社会が高度に成熟してくると， W.W.ロストウ
やN.カルドア，加藤(寛)，および，われわれの考察(r現代の経済理論と政
策j1966年)による現代発展階段説が1960年代に既に原理的・実証的に解明し
ているように，多くの先進国社会はまさに彪大な資本財の蓄積による大量生産
と大量消費をふまえた福祉的社会の時代へと前進することになったからである。
ところで，このような社会においては，マルクス的視点からする生産諸力と
生産諸関係の関連機構はどのようになったのであろうか。
この社会における大量消費力の発現は，当然のことながら，旧来の資本主義
経済のカテゴリーには納まらないような大量生産力(すなわち新しい生産諸力)
の支えがあってこそ可能な訳であるが，それはまた，逆から捉えれば，大量の
消費需要や私的・公的な資本設備財への投資需要が存在したからこそ実現しえ
たものであった。そして，更に，この大量需要の実現を可能にした要因こそ，
まさに旧来の資本主義的生産関係とは質的に異なる新しい生産諸関係の誕生で
あった訳である。
すなわち，それは，伝統的経済学やマルクス経済学が考えてきた生産的経済
主体としての企業群と消費的経済主体としての家計群(もしくは消費者個人群)
というこ者の生産関係以外に，更に生産と消費の両機能をもっ，いわば新しい
第三の混合的経済主体ともいうべき政府・地方公共団体をも組み込んだところ
の新生産諸関係をさしている。われわれが生きている今日の先進諸国の社会は，
まさに，このような新しい生産諸関係に支えられた社会なのである。
ところが，マルクスは古代の貴族社会から現代の資本主義社会まで，常に，
支配と被支配，搾取と被搾取の関係である貴族と奴隷，地主と農民，資本家と
労働者という“二大階級の闘争の歴史"として捉える，いわば二元論的な歴史
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観を強調しておきながら，革命によって社会主義経済社会(計画経済)になる
と，たちまち，搾取や支配する階級のいない労働者階級独裁の社会の成立とい
う，いわば一元論的な歴史観に変わり，そこでは平和で平等な社会がおのずか
ら出現すると主張したのであった。
しかしながら，マルクスの本来の主張である二元論的歴史観を貫くとすれば，
計画経済的な社会主義社会になったらなったで，今度は，支配階級としてのひ
と握りの特権的なマルクス主義官僚階級と被支配階級としての一般労働者階級
との対立が生じるようになると考えねばならない筈である。そして，現実の旧
ソビエト社会主義社会も，今や蓋を開けてみると，まさにそうであったのであ
る。そして，それ故にこそ，そこでは一つの単純な理想論やイデオロギー以外
には思想も行動の自由も一切認められないという現実から生じてくる社会的憤
満と，観念的に考えるほど円滑にはいく筈もないミクロ理論不在のマクロ的計
画経済にそこから生じる矛盾の歴史的堆積とによって，社会主義社会は必然、
的に崩壊したのであった。
最後に，マルクス理論の単純にして根本的問題の一つは，商品の価値は投下
労働といういわば客観的コストのみによって 従ってマーシャルの理論でいえ
ば供給曲線だけによって決まる形となっているが商品だけでなく人間でさえ
も，他人がそれ(当該の商品や人間)を主観的・心理的にどのように評価する
かという，いわばそれへの需要曲線が存在してこそ，両者の交点で客観的にそ
の価値が決まるということを見過ごした点である。つまり，極端に言えば，そ
の商品やその人間に対する需要(曲線)がなければ，その生産(あるいは知識
の修得)にどのようにコストがかかっていようと その価値は社会的にゼロに
なる，という側面もあるということを理解しなければならないのである。(こ
のようにいえば，マルクスは，それこそ“人間の尊厳を無視して両者を一緒に
みるようなパカ者であり， まさに人間の自己疎外Selbtentfremdungを意識せ
ぬ愚かもの.ゲというに違いない。しかし，現実には人間もまた多くの人間の中
で生き，かつ生かされているのである)。
-38 (316)-
[ D ]ケインズ経済理論の特性と社会観
今世紀にはいり，それまでの世界の経済に君臨してきた大英帝国の覇権は，
第一次大戦の戦禍による欧州諸国の経済的疲弊と戦後の通貨増発による激しい
インフレによって崩れ，世界の金融市場の中心はロンドンからアメリカのニュー
ヨークへと移っていった。
第一次大戦によって世界の債権国となったアメリカには1920年代にはいって
これら欧州諸国からの債務の返済によって大量の外貨や金の流入が生じること
になったのである。
金本位制度下の自由経済にあっては，アメリカにおける， このような大量の
金や外貨の蓄積は，当然ながら， ドル紙幣や小切手等，現金・預金通貨の大量
供給となってあらわれる。
そして，その結果，当初の内は，内外復興需要の増大による実物経済景気の
大幅な上昇と緩やかな物価騰貴となって現れたが， 20年代も後半にはいると，
引続く内外需要の拡大と欧州諸国からの債務の弁済によって囲内通貨は継続的
に大量に供給されることになった。従って，やがて景気の過熱化が生じると共
に，過剰資金は実物経済市場から各種資産(投機)市場へと流入し，金融・実
物資産価値(相場)の恒常的な上昇過程と堅実な生産意欲の減退を生み出すこ
とになったのだ、った。
因みに，当時の欧米先進諸国の手持金量はアメリカ一国だけで，その40%を
越えるものと推定された。
当然ながら，これはアメリカ社会における今日的なわが国のバブル経済の出
現に他ならない。従って この時代のアメリカ経済における経済事情を一言で
表現すれば，先ず第一段階(すなわち1920年代前半)では，欧州諸国からアメ
リカへの金や外貨の大量流入がこの国の実物的な経済規模の拡大に必要とされ
る以上の通貨の供給をもたらす形となったため，その過剰部分が金融・実物資
産取引市場へ大量に流入し，その取引量と取引相場をいやが上にも上昇させて
いった過程として捉えられる。
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そして，次の第二段階では，このような手持資産相場の引続く騰貴は，必然
的に企業や個人の堅実な物的生産意欲を減退させると同時に企業や家計群の金
融機関への借入担保力をますます増大させていくため，これがまた金融機関の
貸付と信用通貨の供給を一層増幅せしめ，金融・実物資産の取引量と相場を更
にはね上げていったのである。従って，このような通貨の増発と金融・実物資
産取引量の急増および相場の騰貴という悪循環の過程こそバブル経済形成のメ
カニズ、ムに他ならない。
そこで，更に1920年代前半の欧米両経済について，その実情を対応的・現象
的に捉えれば， “第一次大戦後の欧州諸国の激しいインフレを伴なった実物経
済の緩慢な回復"とは逆に， “アメリカ経済の方は，緩やかな物価の上昇を伴
ないながらも，消費量や投資量など実物経済の方もまた着実に拡大を実現した
好ましい時期であった"ということができょう。
しかし， 1920年代も後半にはいると，アメリカ経済の実情もすでに過熱化の
様相を示しはじめ 特に金融・実物資産の相場については 企業や個人間にお
ける先行き好況予想、の定着によって 内外投資家の相場関連資産への投機的需
要はますます拡大していったのであったD 従って 物的な生産意欲の低下とは
逆に，生産物市場での物価の上昇以上に証券をはじめとする貴金属や土地・美
術品等，各種の投機的資産相場は加速的に急騰し それに伴なって貸出通貨量
もまた驚異的な伸びを示していったのであった。
それ故， 1920年代も末になると，そこでは金保有量に対する紙幣や預金通貨
等信用通貨の発行残高の上昇はいよいよ限界状況に達していたのである。
ところで，投機的資産相場のうち，証券相場一つをとってみても， これが不
断に上昇していくためには，証券購入用の資金がたえまなく増加していく必要
がある。なぜなら，仮に資金提供額の方の絶対的水準自体は低下しないとして
も，証券供給量の方はすで、に増加して止まない状態になっているため，証券相
場の方は，逆に，それだけで急速に下落傾向を示しはじめるからである。そし
て，このメカニズムは他の実物資産相場についても同様である。
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ところが，金体位制のもとでは，金もしくは金の存在量と流通紙券の聞をつ
なぐゴム紐は伸びうるだけ伸ぴた後は急速に縮む一一つまり，貸出資金(通貨
供給量)の急減一一しかないのである。従って，一見，繁栄して止まぬような
様相を呈していた1920年代末のアメリカ経済はまさに崩壊寸前の状態にあった
とみてよい。
かくして，ここに，世界の金融市場の中心となっていたニューヨーク・ウオー
ル街における株価暴落の幕が切って落とされたのであった。そして，ひとたび，
株をはじめとする投機関連資産相場の下落がはじまると，そこでは，相場と貨
出資金の萎縮との逆循環現象が発生するので相場市場はまさに底のない泥沼状
況を呈することになるのである D
そして，このようなメカニズムから生じた手持金融 t実物資産価値の急速な
下落は，借入資金の運用によって利益(所得)を得ていた企業や個人はいうま
でもなく，自己資金で運用をしていたこれら経済主体の方もまた，純所得の大
幅な減少どころではなくマイナスの値にすらなって現われてくる。従って， ご
こから実収入の面でも心理的な面でも，はじめて実物経済の面へと恐慌現象が
波及していくことになるのであるが，それも最初は，まず消費財の需要が急速
に低落しはじめたことが動機付けになったと考えられる。というのも1920年代
も後半にはいった時点で すでに 経済社会は実物資本設備の拡大に資金を運
用するよりも，これを投機的に運用した方が手っ取り早く利益が得られる状況
になっていたので 資本財への需要は早くから伸び悩みの状態にはいっていた
と考えられるからである。
そして，やがてはこれら消費財を生産するための資本財需要もまた大幅に減
少していくことになる。
従って，アメリカの1929年10月24日，すなわち魔の木曜日にはじまった大恐
慌は決して実物市場から生じたのではなく，まさに証券市場におけるパニック
が動機となって起こったのである。
なお，この当時の上記のような現象における実情については，ハロルド.D. 
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モールトンの研究nアメリカの資本形成j1935)が非常に優れているように思
われる。
そして，この現象(恐慌)は，当然ながら，たちまち欧州各国や日本にも飛
火していった。その過程は簡単にいえば次の如くである。
まず，アメリカの証券所有者は広く欧州先進各国の個人投資家および金融・
証券・一般企業等の機関投資家に及んでいる。従って，アメリカでの証券相場
の暴落はたちまち欧州諸国や日本の投資家の手持ち資産価値の急落となる訳で
あるが，そこから，それらの証券および金融資産の換金一一まずは紙幣への交
換から，やがて金への交換へ一一活動の手中砲火がアメリカおよび欧州各国の
証券および金融機関へとあびせかけられることになる。従って， これはまた証
券相場の一層の低落に拍車をかけることになる。
ところで，もともと欧州の経済社会では， 20世紀にはいっての高度経済成長
と第一次大戦後の戦災復興等によって拡大した実物経済(生産および流通)規
模に対して，金の保有量は世界的産金高の相対的減少とアメリカへの金の流出
とによって決定的に不足していたのであった。
従って，そこでは，本来の金本位制度への戦後の必然的かつ強行的な復帰の
時期にありながらも 他方では経済社会の復興需要に対応する過大な銀行券の
発行とそれによる預金通貨の増大等によって かろうじて戦後の緩やかな実質
的経済活動の向上と実物経済規模の拡大が実現されつつあったと考えてよかろ
つ。
それ故，他方からみれば，そこでは金と通貨を結ぶゴム紐はアメリカと同様
にすでに極限にまで伸びきっていたのであった。そして そこにやってきたの
がアメリカにおける証券相場の暴落であった。従って，このことがまさに動機
付けとなって，たちまち，証券や紙幣や小切手が，そして，更には預金残高ま
でもがどっと銀行券と金への免換を求めて殺到し，やがて，その大波は最後に
はアメリカに換金を求めておし寄せることになる。こうなると後は金融パニッ
クのお定まりのコースがはじまる。資金不足に加えて預金の取付け騒ぎや免換
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要求等により，まずは金融機関と証券会社のあい継ぐ倒産が始まり，次いで，
これらの機関と関係をもってやってきた多くの企業の倒産と個人の破産へと波
及していくのである。そして このプロセスはまた，発行紙幣残高，すなわち
通貨供給量の縮小過程でもある。
そして，次は，いよいよ実物経済への波及がはじまる。すなわち，金融面か
らの企業の倒産や収益のマイナス化等による企業部門の雇用力の急激な萎縮，
そして，これによる個人部門の所得の激減 また手持資産評価額の低落による
潜在的な収入減に加えて資産評価額の日毎の低下による心理的な購買意欲の萎
縮もまた消費(財)購買力激減の重大な要因になるのである。
また，マクロ的にみた金の退蔵現象や購買力そのものである紙幣発行量の縮
小も消費財の需要を急速に低落させていく要因となるが，これらの事情は，や
がて，前述のように，これら消費財をつくるための何倍もの資本財への需要を
減少させるだけではなくマイナス化さえ生ぜしめるようになるのである。そし
て，このような貨幣・金融規模の縮小にはじまる実物経済規模の急速な萎縮過
程こそ世界恐慌発生の基本的構図であった。
ところで， 1929年10月24日，アメリカからはじまった世界恐慌は第二次世界
大戦前の1936年まで続いたのであった。そこでは国民所得水準の絶対的レベル
のすさまじい萎縮，無数の企業倒産，賃金カット，大量の失業，錆ついた遊休
設備の山が出現した。そして，このような事態の発生は，それまでの実物的な
ミクロ的均衡経済理論と，そこから導出されるマクロ的な予定調和説(均衡経
済観)の大きな破綻を意味している。それ故，ここに新しい分析視点と分析用
具を携えたマクロ的貨幣経済学であるケインズの理論が歴史的に拾頭すること
になったのであった。
ところで，ケインズの体系は一般に「不完全雇用均衡の理論」といわれてい
るが，それは一言でいえば，高度に発達した現代的自由競争社会では，マルク
スの主張(すなわち，勤労大衆の貧困化による消費需要の供給に対する相対的
不足)とは全く逆の要因によって不況が発生するという機構を解明したもので
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ある。
すなわち，資本主義経済の発展に伴なって一般大衆の平均的生活水準が豊鏡
化していくと，平均的な貯蓄率(つまりマイナスの需要)が上昇していくため，
拡大する生産物の供給に対して需要が相対的に不足する形となり，そこから長
期的な不況が発生するようになるというのである。
従って，そこでは， “総需要水準の相対的低位性が続く結果となるため，生
産物の需給自体は均衡しているにもかかわらず，その需給均衡量の絶対的水準
そのものは低い状態が続く形になってしまう。だから，必然的に，その水準の
生産量を生み出すための労働者や機械設備などの生産要素の方は恒常的に供給
過剰の状態，すなわち不完全雇用(利用)状態にならざるをえない"と考える
のである。
ところで，われわれはケインズ理論の考察に当っても，これまでと同様に，
経済学の遺産として蓄積されてきた限界原理をはじめとする諸原理・諸法則を
ふまえながら，更に長年にわたってわれわれが構築してきた各学派理論のモデ
ルとの関連をも充分考慮しつつ，そのモデル化を行なってきた訳であるが，そ
の際に特に留意した点は次のような四つの事項であった。
すなわち， (1)ケインズ自身の発見による革命的な諸々の機構，例えば， ダイ
コトミーの仮説(これは，われわれの考察によれば，より直接的には既述のよ
うに「貨幣と一般財の量的均衡化原理」となる)やセーの法則に対する否定の
論理をはじめ，政府という，いわば第三の経済主体を含むところの有効需要の
原理と所得決定の理論，更には流動性選好理論や実質賃金率に関する第二公準
否定の理論，および，この理論から派生的に考えられる利子率についての第一，
第二公準の修正的視点，更には物価の弾力性の前提，等々に象徴させるような
現実的諸機構をあくまでもモデル構築の核とすること。
(2)クラウアー，グロスマン，ベナシー，バロー，根岸などに代表されるミク
ロ理論とマクロ理論の統合的分析を可能な限りふまえながら われわれ独自の
両者の総合的視点をイクスプリシットにモデルに組み込むこと。
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なお，ここで，殊更， “われわれ独自の統合的視点(考察)のモデルへの取
り込み"を主張したのは，これらの，いわゆるノン・ワルラシアン，あるいは
ネオ・ワルラシアンといわれる数理経済学者達によって真剣にとり組まれてき
た考察一一すなわち，クラウアーの再決定論をはじめ，ヒックスによって「数
量制約モデルJとか「固定価格経済モデル」と呼ばれるようになった諸考察一一
は，レーヨンフーヴッドも指摘しているように，真の意味でケインズ体系のミ
クロ的基礎づけを行なったことにはならないと考えられるからである。この点，
われわれのマクロ・モデルではミクロ的基礎となる限界費用・価格均等式，限
界生産力・要素費用均等式，資本の遊休率を含むミクロ的生産関数，生産物の
完全配分の原理等，いづれをも組み込んだ、形でケインズ体系の全貌を明らかに
しようと試みたものである。
(3)ケインズの理論については これを基本的にはマーシャル的意味での短期
純粋均衡体系の否定型とみるか 長期正常均衡体系の否定型とみるかは二つに
分かれるところであるが，われわれは，ケインズが数年以上もの大不況を眼前
にして革新的な理論を展開したことからみて，これを長期の正常不均衡論と位
置づけてモデル化すること。
(4)ケインズがいくつかの金融的および財政的政策の必要性を強調したのは，
いうまでもなく， “自由経済体制が整合性(すなわち均衡性)をもつためには，
これらのいくつかの政策変数の介在が是非とも必要で、ある"と考えたからであ
る。とすれば，自由放任のままでは，なぜ不完全雇用均衡となるのか，そして，
これを解決するための具体的な政策変数はどのような性格で，かつ，いくつ必
要とされるのか等々の問題について，構築されたモデルが明確な答えを出しう
ること(なお，この点について，ケインズ体系の理解には，いまや決して欠か
すことのできない地位を獲得したヒックスのお-LMモデルでさえも，貨幣的
均衡と生産物市場均衡の相関については，この上もなく明確な解答を出したが，
肝心要めの，これらの均衡と生産要素市場での不均衡の関連機構については依
然としてブラック・ボックスの中に入れられたままになっているのである)。
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ところで，この論文では，これらの機構について詳細に述べる紙幅もないし，
また，それが目的でもないので，以下は，これまでの諸理論と同様に，われわ
れのミクロ理論をふまえたマクロ・モデルの構築とそれによる分析結果から，
その核になると考えられる部分について解説することにしたい。
さて，古典学派以降，マルクス経済学をもふくめて，近代経済諸学派が「自
明の理」として継承しつづけた「ダイコトミーの仮説jは，既述のように，本
源的にはわれわれが「貨幣財と一般財の量的均衡化原理」と主張した機構によっ
て支えられている。
従って，われわれの均衡モデルでは，金体位制のもとでの通貨供給条件式を
表す aÀm=M~ (ここで， m=貨幣用金の保有量， α=信用創造率，なお， こ
れはかなり弾力性をもつが そこにはおのずから限界がある。 A=m.l単位当
りの絶対価格，M~=通貨供給額)は， “m が実物経済規模の変動に対して充
分に弾力的と考えられていること"を示し，当然 “ M~ もまた充分にバリア
ブルと考えられている"。
しかるに，ケインズによってはじめて現象的に，また柴田(敬〕によって一
般解説的に主張された「ダイコトミー仮説否定の論理」に基づいて，上記の
M~ -1:/. mの非弾力化により Msとおかれると ケインズの主張に沿って構築さ
れたモデルは(従って自由経済体系の中では)方程式の数に対して内生変数の
数がl個不足し過剰決定体系となってしまうのである。従って， このことはま
さに自由経済における長期的低迷(長期的景気変動)の一要因となる。
更にまた，ケインズによる「セー法則(別言すれば，マーシヤルのk)Jの否
定は，ケインズの理論では，周知の流動性選好関数M~=〆万Y十M~ (これは
一般的には M~=L(Y， i))で示される。ここで，M~=貨幣需要額， Y=国民
純生産量，p' =y. 1単位当りの平均絶対価格，M~=投機用貨幣需要額 ， k= 
マーシャルのhで所与，l =市場利子率，である。従って，ここでも，伝統的経
済学では“自明の理"とされていた貨幣供給額M~ と Yを結ぶマーシャルの k
は実質的には否定されてバリアブルk'となったのである。ただし，この k'は決
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してマーシャルのkではなくて，あくまでもケインズの k'である。ちょっと考
えると， M'sがMsとなる代わりに，ともかくも万がバリアブルゲになる訳だ
から体系の整合性は依然として保たれているようであるが，そうはならない。
というのも，このケインズのk'は市場平均利子率 iの水準によって変化する
M'sにも関係しているという意味で，ここでは，更にいま一つの新しい方程式
M's=F(i)が必要となるからである。従って，kがk'となることによっても体
系の過剰決定性は依然として解決されないことになる。
ところで， YとM'sを結ぶケインズの k'が Yのみならずiによっても変動す
るとなると，このことは，パテインキンの実質残高効果説とは別の意味で，物
価の景気への調整的影響や深刻な不況時における流動性トラップの存在による
金融政策の無力化，あるいは各期毎の物価下落または物価上昇機構(従って，
ミクロ的には企業の赤字もしくは黒字経営の拡大か存続の機構)を明らかにす
る性格をも持っていることになろう。
従って，この点でも，パテインキンの実質残高効果説が本質的にはセーの法
則(これはセーの恒等式ではなく，セーの均等式という意味)を否定したこと
にはならず依然として伝統的経済学の領域に留まっていること等に較べ，ケイ
ンズの革新性が理解される。
ところで，これまでケインズ理論についての一般的理解では，物価 (p')水
準と貨幣賃金率dは共に一定 (j)'， w')と考えられて考察が深められてきた。
いうまでもなく，前者は生産要素の完全雇用(利用)点に到るまでの(生産物
の需要に対する)供給の弾力性が要因であり，後者は各期首の労働契約による
一定期間のωの非弾力化が要因とされている。
しかし，物価p'については，ケインズ自身，生産要素の完全雇用に到るまで
にもセミ・インフレという形で(従って，逆にみればセミ・デフレーションと
いう形で)物価の変動を認めており，また，これまでもレーヨンフーヴッドに
代表される諸学者の研究からも明らかなように “ケインズは，たとえ物価水
準が変動的で、あったとしても，なお有効需要の相対的不足のために生産要素需
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給の不均衡が生じる"ことを主張しようとしたのである。
従って，この点について，われわれは，一層，独自な視点から， 自由経済で
ある限り， “セー法則の否定こそ，むしろ逆に物価の変動による実物経済への
影響を考慮に入れねばならなくなるような性格をもっている"という意味で，
物価p'の変動機構をモデルに組み込まねばならないと考えた訳である。
かくして，ケインズによるセー法則否定の論理はマクロ的にもミクロ的にも，
物価と川変数がケインズの第一の公準 (ω=告ここで ω=実物賃金率，
3Y 否L-労働の限界生産力)と共にモデルにイクスプリシットに組み込まれるこ
とによって実現することになる。しかしながら，この物価p'をモデルに導入す
るためには，周知のように，生産物の完全配分の原理から導出させる p'の決定
-， L I .Kr.， 下一，条件式p'=ω=y+iγ(」」でK'=既存資本額)， もしくは利子率・資本の
限界生産力均衡条件式i=-&弘(ここではμは資本財稼働率を示す。従ってθ(μK) ¥ '-'-. '' r 
資本量は実質的にはバリアブルとなるためθとなる)をも同時にモデルに組み
込まねばならないことになるである(そして このことはまたミクロ的にもマ
クロ的にもモデル構成上，必要な条件であることはいうまでもない)口
それ故，p'という新しい変数を 1個増加させたとしても，同時にp'決定のた
めの方程式が1個増える訳であるから，これによってケインズ理論のモデル化
とその解釈が一層精綴化されることにはなっても，このモデル(従って現代経
済)の過剰決定性は依然として解消しない。
それどころか，伝統的経済学では，この章のはじめにも述べたように，金の
保有量mだけでなく，貨幣資金率dも，当然，バリアブルとなっているのに
ケインズ理論ではmが五(従ってM'sがM's)となっているだけでなく，上記
の如く dもw'と考えているわけだから，このモデル(マクロ)のままでは，
どうしても内生変数の方が方程式数に対して2個だけ不足する形となってしま
うのである。
それ故，この過剰決定体系のモデルを整合的にするためには，なんとしても，
他に何らかの新しい 2個の内生変数が組み込まれねばならないー一ーもしくは存
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在していなければならない一一ことになる訳である。従って，この考究こそが，
他でもなく遊休資本設備の存在を表わす1以下の値の資本設備稼働率μと非雇
用労働者率(失業率)YJというこつの望まれざる未知数(状態)の現実的な出現
であり，ケインズが理論的にその出現の必然性を証明しようとした考察の核で
あったのである(なお，これらの2変数はモデル的には，当然， ミクロ的にも
マクロ的にも，生産関数についての内外の構成因子として表わされねばならな
い)。かくして， 1930年代の長期的な世界恐慌という現実は上記のμの著しい
低落とすの異常な上昇という形で説明される。
ところで，望ましい経済状態を維持するためには，この 2個の変数，すなわ
ちμとマをそれぞれlとゼロにする必要がある訳だが，そのためには，
(i) M'sをM'sに変数化すること
⑤新たな一つの変数，たとえば政府・地方公共団体による積極的な財政支
出0'(変数)のモデル(現実)への組み込み
というような対策が講じられねばならない。
そして，この①こそ，ケインズ革命の一つである金にとらわれた金本位制度
から，金に対して完全に開放された「管理通貨制度への移行の論理」であり，
次の⑥に当たるものこそ，ケインズ革命の他の一つである(スミス以降，伝統
的経済思想一一すなわち セーの法則のもと一ーでは否定され続けてきた)I自
由経済機構への政府をはじめとする公的部門の積極的な介入の論理」を意味す
るものである。それ故 この考え方こそ ケインズ思想が修正資本主義もしく
は修正自由経済主義ともいわれるようになった由縁である。
かくして，以上のようなモデルによる現代自由主義経済の整合的な解明こそ，
まさに，ケインズがダイコトミー仮説とセ一法則の否定の論理をはじめ，物価
の非弾力性ではなくて，むしろ貨幣賃金率の各期における固定性，有効需要水
準の低位性，あるいは流動性のわなの存在等々の事態から労働者や資本財など
の生産要素の不完全雇用の持続性と財政・金融両政策の必要性を具体的に証明
しようとした目的に基本的に答えうるものと考えるのである。
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かくして，このような諸事情をふまえて構築させたわれわれのモデルの性格
と，そこでの考察結果をここで簡単に述べるとそれは次のようになる。すなわ
ち，まずモデルそのものについては，生産(総供給)関数や有効需要の原理，
所得決定の理論や流動性選好関数の理論をはじめ，ケインズ理論の軸となる諸々
の理論とそれを支えるミクロ的諸原理をすべて盛り込んだ19個の方程式と上述
の資本設備稼働率μや失業率マをはじめとする19個の内生変数によって，その
整合性が解明されるが，その他に，そこでは下記のような 7個の外生変数(政
策変数)が含まれる形で構成されている。
それ故，ここでの基本的問題は，このモデル(従って現実の自由経済)が，
失業や遊休資本設備の存在によってその整合性が維持されていることからも明
らかなように，何ら“労働力や資本設備の完全雇用(完全利用)を保障するも
のではない"ということを明らかにしている点にある。また 以上のモデル化
とそこでの考察によって次のような三つの重要な事情も明確になる。
すなわち，その一つは，ケインズの体系では，景気の動向は二つの極めて心
理的な要因と二つの客観的な要因によって決定されるということである。すな
わち，前者は資本の限界効率曲線と流動性選好曲線であり，後者は消費性向と
貨幣の総供給額である。なお，ここで，われわれはケインズが看過した重大な
メカニズムを一つ指摘しておかねばならない。それはバブル経済の発生やその
崩壊などという異常な事態が生じた場合には，後の二者もまた極めて心理的要
因によって大きく変動するということである(後述)。
そして，更にその二は，このモデルの中には，上述のように外生変数(政策
変数)として，中央銀行の対民間銀行への貸出し利率(公定歩合)天，支払準
備率 U，資金貸出し規制額(窓口規制)E'，あるいは公開市場操作(差)額百
'等々の金融政策手段が存在し，これらが結局は M~ の変化となって現れるとい
うこと。そして，更に所得への平均課税率.g，政府・地方公共団体の国公債発
行純額(対民間純借入額)R'や年々の財政のプラス・マイナスの剰余金(繰越
金)支出額互Fなどの財政々策手段が存在し， これらが結局は財政支出額 GT'
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の変化となって現れるということ等も論理的に明らかにされることである(な
お，特にこのA'についてはケインズ理論解釈上も現実的にも重要な意味をも
つので後に詳述したい)。
従って，上記の四つの景気発生機構と，それへの金融・財政政策の具体的な
手段がわかっておれば，これらの政策変数を操作することによって強力な不況
回復策(従って，総有効需要DT'=総所得 YT'の増加による遊休設備率や失業
率の引き下げ)が可能になるのである。なお，ここでは 大不況の時には金融
政策が(資本の限界効率曲線の下方への垂直的シフトや流動性のわなの出現だ
けでなく，通常は安定的な消費性向さえも下方に大幅にシフトするという異常
な事態の発生によって)無力化すること，そして それ故に財政々策の出動が
どうしても必要になることなどのメカニズ、ムも明らかとなる。
更に，その三は，ケインズの体系では，物価 (p')だけでなく貨幣賃金率
すが同時に変動的で、あったとしても，なお“有効需要の不足のために失業が生
じる"という事態さえインプリシットに主張しようとしている点である。
そこで，以下，この点を解明しておこう。いま， ZYがバリアブル(〆)に
なるということは，われわれが構築したケインズ・モデルでは，当然ながら貨
幣賃金率や物価水準等によって上下にシフトする性格をもっ労働の名目的限界
生産力 (α)カーブ下の面積が，丁度，毎期の名目的有効需要(額)と等しく
なるような (α カーブ上の)一点において現実の dが決まるということを意味
している。ところが このように五rがdになるためには，モデルの整合性上，
どうしてもモデルに含まれる内生変数の一つが消滅する必要が生じるわけであ
るが，この変数こそ資本設備稼働率μに他ならない。というのも，現実的に，
まずミクロの領域に属する各企業では，中・長期の深刻な不況下では資本設備
規模の合理的な縮小を図って資本コストの引き下げに努力するという事態が生
じること，また，マクロ的にも，たとえ有効需要(額)が変わらないとしても
貨幣賃金率の下落による物価の低落分(すなわち， αカーブの下方シフトの面
積分)に等しい額だけ実質的には生産物への需要が増加する形となることなど
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によってマはやがて 1に引き上げられていくからである。だが，それでもなお
失業率μだけは依然として消えないということ(つまり非自発的失業が存在す
るということ)が図解的にもモデルの整合性の面からも明らかにされるのである。
なお，ここで，ケインズがやり残したもっとも重要な課題をまとめるとすれ
ば，それは，上述のように①われわれが既に一つの基本的な解決視点を示した
ところの“自己のマクロ・モデルのミクロ的基礎付け"と②ケインズの短期静
態理論の長期動態論への発展等があげられるが，この②の点についての理論的
な発展内容とそこでの問題点は次節で述べることにしたい。
そして，最後に残る重要な課題③はケインズ自身が見落したと考えられるこ
つの点である口すなわち，その一つは(イ)政府支出の自然的肥大化機構と，それ
による自由経済の効率性の低下および、財政負担の増大への具体的対策で、あり，
いま一つの問題は(ロ)管理通貨制度下の通貨の過剰発行による過度な成長の弊害
と相場市場のバブル化 およびその後の長期的な不況発生のメカニズムの解明
である。
なお，このような現象は，先に1930年代の世界恐慌の性格についての考察で
も具体的にみたように金本位制下においても発生している訳であるから，われ
われはいまや両者の異同についても考えていかねばならない事態に直面してい
るのである口従って，上記③の付)と(ロ)の問題については特に現在の経済にも重
要な関連があるため，更に立ち入った考察を加えておくことが必要と考えられ
る。よって，その考察を本論文の最後に行ない，それをもって「結語」に代え
たい。
[ E ]ポスト・ケインジャンと新古典派的成長論の貢献と問題点
ケインズの理論は，周知のように，その後，多くの経済学者たちによって多
面的な展開をみることになったが，その主流は次の如くであろう。
まず，最初は，ポスト・ケインジャンと呼ばれるようになったハロッドやドー
マ，ハンバーグたちによる“ケインズ、のマクロ的短期静態論の長期動態化と，
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その現実的・政策的展開"があげられる。これは，一言でいえば，長期的な資
本財と労働人口の増加による経済の成長と循環の基本的機構と，その下での需
給均衡的成長政策理論が原理的かつ現実的に極めて簡潔な形でモデル化された
ことを意味している。すなわち，このことをより具体的にいえば， “前者につ
いてはハロッドの資本係数概念を軸にした成長モデルの構築であり，後者につ
いてはドーマーの投資の需要・産出面での二重性格を軸とした長・短期的な需
給均衡成長政策モデルの構築"ということに尽きるものであるが，このことが
いかに原論的にも政策論的にも画期的な歴史上の貢献であったかは何人も否定
しえないところであろう。しかしながら， これらの研究においても原理的に
より厳密に考えれば，看過しえないいくつかの間題点を含んでいる。というの
も，まず第ーには，これらのモデルは基本的には長期的動態理論の性格をもっ
ているにもかかわらず，その理論的主軸には，あくまでも短期的な性格しかも
ちえないようなレオンチェフ型の固定的生産関数(すなわち，資本と労働の組
合わせが常に一定であるような関数)がおかれているからである。いうまでも
なく，現実の経済成長経路では，長期的には生産技術や生産要素価格のたえま
ない変化によって，その適正生産係数はたえず変動していく。従って， ここに
は原理的な矛盾がある訳である。
また第二には，いうまでもなく固定生産係数の下では限界原理が働かないか
ら，これらの理論では成長機構の分析にとって欠かすことのできない所得の分
配・貯蓄・支出量等も内生的には決定しえない体系となっているし，それ故に
また，ケインズが重視したマクロ的経済諸量間の相互依存的関係の詳述な考察
は殆んど分析的視野からはずされてしまっている点である。
最後に，第三の問題点は，そしてこれが最も重要なことであるが， これらの
ポスト・ケインジャンの成長論では，ケインズが伝統的貨幣・実物経済理論の
代表であるヴイクセルの均衡的経済論とは全く異なった形で摘出した不均衡的
貨幣・実物経済機構というものへの関心はイクスプリシットには殆んど姿を消
している点である。だから そこでは単に実物市場における三，四の極めて限
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られた数のマクロ的実物経済諸量問の成長的関連だけが重視される結果となっ
ており，ケインズが最も重視した貨幣量と実物経済機構との歴史的考察をふま
えた長期的な不均衡化機構についての考察は，次に拾頭する新古典派的均衡成
長論と同様，完全に等閑視されているのである。
ところで，ポスト・ケインジャンの理論に次いで拾頭してきたのは，周知の
如く，スワン，ソロー，カルドア等に代表される新古典派的成長論である。こ
こでは，ミクロ的経済活動から導出されるいくつかのマクロ的変数(例えば，
資本装備率，貯蓄率，投資率，所得分配率など)の需給調整化機能に目をつけ
ることによって，マクロ的な均衡成長機構のモデル化に成功している。従って，
このことは，自由経済社会が“実物経済的領域のみにおいて短期的需給均衡化
機能と長期的適正成長機能の両面を有している"ことを証明している訳で，い
わば「ミクロ的予定調和説Jの「マクロ的・現実的証明」ということになる。
しかしながら，こうなると 理論の性格は 基本的には，再び付)生産物と生
産要素市場での価格の完全弾力性を前提とした新古典の完全均衡実物体系に戻
ると共に，ダイコトミー仮説はいうに及ばず，セーの法則さえも実質的には認
めるような性格のものとなっていること。従って 当然のことながら(ロ)ミクロ
的均衡とマクロ的不均衡の要因分析も全く意識にのぼってこないこと。州戦後
の長期にわたる世界実物経済の均衡的成長は，明らかにケインズ理論にもとづ
く貨幣的操作に支えられていることへの分析視点の欠如。従って，貨幣と実物
経済の相互依存的関係が深く経済全般の均衡にかかわっていることに対する考
察の欠落が指摘されること。また， (ニ)これらの理論体系はあくまでも民間部門
だけの実物経済モデルによる均衡の“事後的証明"であって，そこでは，現実
の経済は政府・公共部門という新しい経済主体が存在し， これら第三の経済主
体の経済的調整活動が刻々に介在してきたことに対する分析視点の欠落がある。
それ故，そこには，えてしてエレガントな体系が持ちがちないくつかの非現実
的な問題点が指摘されるのである。それというのも，われわれが生きている現
実の経済機構へのアプローチはあくまでも実態の把握と理論的分析視点の両面
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からなされるべきであり，これこそ真実把握への確率を確実に高めうる基礎的
条件である筈だからである。
なお，この間，ポール・サムエルソンは“ケインズのマクロ的所得理論と新
古典派のミクロ的価格理論を接合する考え方"として「新古典派統合」の理論
を打ち出しているが，それは，結論的には“ケインズ、の有効需要増加政策によっ
て資源の完全利用(雇用)が成立した後には新古典派の理論が当てはまる機構
が出現する"という主張に尽きるものである。しかし，この理論にはケインズ
的貨幣・金融・財政政策の継続的・歴史的必要性という視点あるいは機構につ
いての考察がいまだ不透明である D
[ F ]マネタリストの経済理論と問題点
1945年から1973年までの約30年間，世界の主要国の経済は年率にして 1~ 2 
%程度の比較的安定した物価上昇率と 1~3%程度の低い失業率のもとで，歴
史上，かつてない高度成長を達成した。従って，この幸福な時代をN.カルドア
は“ケインジャンの時代"と名付けている。
しかしながら，この幸せな状態も1973年(昭和48年)末の第一次オイル・ショッ
クを契機として急速に終りを告げ 1980年代のはじめまで 5~1O%ものハイパー・
インフレーションが続いたのだ、った。これは 主に次の五つの要因によってい
る。すなわち， (1)1968年以降，殆んどの先進諸国における労働需給の逼迫によ
る貨幣賃金上昇率の著しい加速化 (2)食料や穀物の生産大国である中国とソ連
の1970年代にはいっての引続く凶作による関連諸価格の急騰， (3)アメリカにお
ける1971年8月のドル・金免換停止(いわゆるニクソン・ショック=ドル封鎖)
によるインフレ期待の増大 (4)上述の如く オペック諸国の政治的結束による
原油価格の4倍の高騰 そして(5)諸物価の急騰による各国の輸出の減退等であ
る。
従って，この現象は，経済原理的には，世界の先進主要国の供給曲線の上方
への大幅シフトとそれに対する需要曲線の比較的小幅な上昇という図式で簡単
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に説明される。結果として，一般的物価水準の高騰と総生産量の縮小が必然的
に生じ，世界的なスタグフレーション(不況とインフレーションの同時発生)
と失業率の大幅な増加過程が始まった訳である。それ故，このことから，ケイ
ンズ理論の正しさを示すと考えられてきた例の有名な右下がりのフィリップス
曲線一一すなわち有効需要の増加による物価の上昇率と失業率のトイレド・オ
フ関係を示す曲線一一の成立が否定されるだけでなく，むしろ逆に右上りにな
るような事態さえ生じたのであった。従って，物価が上昇していくにもかかわ
らず，不況が進行し失業が増加するという現象(スタグフレーション)は何も
ケインズ政策のせいではなく すべて 先進各国にとっては上述のような与件
的あるいは政治的理由によっていたのであるが一見すると フィリップス曲
線の崩壊はあたかもケインジャンの雇用・物価理論そのものの崩壊を意味して
いるかの如き印象を与えたのであった。
従って，ここに，ケインズの主張にもとづいてそれまで行なわれてきた金融・
財政政策による総合的経済管理政策一一すなわち マネタリストのいう「自由
裁量的方式」一一の無力性が指摘されると同時に，主にアメリカの過去90年間
の貨幣供給額と名目国民所得の相関関係の強さだけから， “貨幣の過剰供給こ
そが世界的スタグフレーションの唯一の元凶である"と考えるマネタリズムの
理論が拾頭することになったのである。いうまでもなく，それはシカゴ学派を
代表するM.フリードマンやA.J.シュヴァルツなど いわゆるマネタリストた
ちの理論であるが，ここでの主張はたちまち学者や政治家や知識人たちの聞に
広がっていき， “もはやケインズの理論は現実非妥当的であるだけでなく有害
でさえある"というような批判も出てきたのであった。
かくして，スタグレーションの収束のためには， “貨幣の供給額を各国にお
ける過去一定期間の実質国民所得の年平均成長率と同じ率で増加させていくだ
けで他の経済政策は一切しない方がよい"とする，いわゆる i(固定的)X%ルー
ル方式」が主張され，現実にも， 1979年以降 アメリカとイギリスでニュー・
マネタリストたちの政府(すなわち，レーガンとサッチャーの政府)が経済政
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策の舵取りを行なうことになったのであった。いうまでもなく，これがレーガ
ノミックスとかサッチャリズムといわれるものである。
そこで，以下は，まずミルトン・フリードマンのモデルを中心とするマネタ
リストたちのいくつかの主張を整理して述べ，その後に，それらに対する理論
的・現実的な問題点について，その結論的部分だけを述べておくことにしたい。
(1) まず，マネタリストの第一の主張は，アメリカ経済の動向を長期的(すな
わち 1960年までの90年間)にみる限り，貨幣の供給額 (M~ =M; )と名目
国民所得 (γ)の聞には統計的に強い相関関係があり，しかも貨幣の供給額
の方が所得に対して常に 6カ月から 1年半の先行性をもって動いている。
従って， M;の供給額の如何が物価水準 (p')と国民純生産量(Y) を決定
すると考える。
(2) 自由競争経済は基本的に価格調整メカニズムによって生産物と生産要素の
需給は一致するように機能している。従って ここではスミスやワルラスに
よって代表されるような伝統的経済学のビジョンが基礎になっている。
(3) 以上の考え方から，基本的には新古典派的な貨幣数量説(厳密にはマーシャ
ルの取引残高数量説)の立場に依拠している。だから 実物経済諸量および
分配事情や消費率あるいは貯蓄率などの変化は，技術の進歩や生産的労働者
数や生産的資本量などの実物的要因の変化であって M~ とは長期的にみる
限り殆んど独立的であると考える。
(4) しかしながら伝統的貨幣数量説と異なる点が二つある口その一つは，短期
的には，労働者は将来の価格の変化を正確には予測しえないこと(非合理的
期待形成)による「貨幣錯覚」があるため，外生変数としてのMsの変化が
p'のみならず労働雇用量 (L)や Yにも影響するということである。また，
もう一つは，貨幣ストック率 (k)は貨幣・金融経済の進展に伴ない，ある一
定率で上昇していく傾向をもっということである。
(5) かくして，以上の主張から，過去の実質国民所得(Y)の近時傾斜的な加
重算術平均から算出される，いわゆるフリードマンの「恒常所得 (Ya)J変
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化率 (Ya) と，これも過去のhの時系列から最小自乗法によって算出された
hの変化率(k)一一これらは共にconstant一一の合計値に今後の貨幣供給額
(M~ )の伸びを一致させるべきであるという結論が出される。そして， この
考え方がケインジャンの金融・財政政策による貨幣供給の「自由裁量的方式J
に対して，マネタリストの「固定ルール方式」とか ix%ルール方式」と呼
ばれるものである。
(6) とりわけ問題とされるのは名目利子率である。というのも，実質利子率(=
資本の限界生産力)の変化は貨幣供給額M~ とは無関係であるが，短期的に
企業や個人の「貨幣錯覚」が存在する内は沼占の増減に反応する名目利子率
の騰落によって実質貯蓄や実質投資は変化するからである。しかしながら，
この錯覚がインプレとデフレの認識による企業や個人の合理的行動，すなわ
ち「合理的期待形成」によって解消されてしまうような中・長期においては
利子政策は意味をもたないと主張される。従って この考え方は物価政策や
賃金政策等にも拡張解釈されるので，これがマネタリストの政策無用論に結
びつくのである。
(7) かくして，フリードマンはシュヴァルツと共に， “1929年以降の大恐慌も
1970年代のハイパー・インフレーションも共に貨幣供給額の過度な収縮と膨
脹によるものであって，まさに貨幣的現象(要因)以外の何ものでもない"
と強調したのであった a米国貨幣史H963年，他)。
(8) 以上， (1)から(5)までの主張から明らかなように，現代のマネタリストたち
は，一面で“貨幣需要額 (M~) の物的国民所得(Y) に対する弾力性は中・
長期的にはほぼ1である"という，いわばケインズ的な考え方をインプリシッ
トに認めていながら，他方では“このような貨幣供給量操作を除いては， 自
由競争経済機構に政府も中央銀行も一切介入しない方がよい(つまり，別言
すれば民間投資支出も財政支出も経済の実情に応じて政策的に変化させる必
要はない)だけでなく，むしろ，これらの政策は経済の撹括因子でさえある"
という，まさに古典派的思想、に回帰しているのである。
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そして，このような考え方になった元はといえば，マネタリズムでは(前
述のように新古典派の貨幣数量説の立場に立つため)，ケインジャンのいう
民間や政府による「投資の乗数効果」の代わりに，単に中央銀行による貨幣
の(一定の)乗数効果だけが重視される点にある。しかしながら， この視点
は根本的な誤りを含んでいる。というのも，後述のように貨幣の供給それ自
体は決して政策(独立)変数ではなく，あくまでも民間や政府部門の投資や
消費活動を介してのみ実現しうる従属変数の性格をもっているからである。
そこで，以下は，これらの主張に対するいくつかの現実的・理論的な問題
点を指摘しておこう。
まず， iX%Jレール」の提案について現実的・理論的に問題を整理する
と， (イ)1980年代初期のアメリカやイギリスの現実は フリードマンやシュヴア
ルツなどの実証的(統計的)研究の結論に沿った形には全くといってよいほ
どなっていない。アメリカの場合，利子率も物価も短期間(約 2年間)の内
に，南北戦争以後，例をみない高さ(約20%)にはね上がり， X%ルールの
維持は現実的に不可能となった。また，イギリスの場合も， X%ルールは初
年度 (1979年)から実行不可能となり，大幅な貨幣の流出と世界恐慌以来の
大不況や失業や財政赤字にみまわれたのだった。更に， ドイツやスイスの
M~/γ はイギリスやアメリカに対して何倍も上昇しているが，そのインフ
レ率は両国に比して小さい。また，理論的にもトーピンのマネタリストの景
気循環論に対する反論が有名であるが，それ以上に， (ロ)M~ の定義の暖昧さ，
N現実的には，結果的にしか捉えようのないhという統計値の性格内容の研
究不足(例えば，イギリスの「ラドクリフ委員会報告書」にも述べられてい
るように， M~ の適切な運営があったればこそ ， k三万がもたらされる場合が
多い，ということ等)， (斗アメリカだけという実証研究の限界性(例えば，
十万という事態はアメリカだけに通用することであって， イギリス，スイス，
イタリー，日本などは何れも短期・長期的に変動的である)， (ホ)カルドアの
指摘のように，M~=M~ と考えること自体，理論的に無理がある。なぜなら，
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既述のように， M~ は経済活動の需要(それも特に諸々のケインズ的政策の
結果)に応じて変化するものだからである。(へ)“友占が常に γに先行するか
ら取らの規則こそ必要だ"とすることの現実的・理論的な思い込みにも問題
がある。というのも 先行き需要の増大予測による原材料や在庫手当，設備
改善，新製品開発，その他の先行的独立投資などの資金需要は必ず先に出て
くるからである。(ト)M~ の増加がp' や Yの上昇にどのような割合で振り向け
られるのか，なぜ 6 カ月~1.5カ年のタイム・ラグがあるのか，などの解明が
全くない。(チ)マネタリストたちの理論は 基本的には，いまだケインジャン
のように統一的・総合的な形にまで体系化されていなし¥0 (リ)現代では，現実
的・歴史的に政府という第三の経済主体のウェイトが拡大し， また，その活
動によってこそ，いわゆる「市場の失敗部分Jが補完されるという意味から
も，社会厚生的見地や環境保全的見地に立った政策が社会的な価値判断に基
づいて現実に要請されている訳である。しかし マネタリストたちの考察で
は，このような広い分析的視点が欠如している。(ヌ)なお 最後に是非とも指
摘しておきたいことがある。それは，他でもなく われわれがケインズ体系
のモデル化のところで詳述したように，現実には，どうしても財政支出と貨
幣供給というこつの政策変数の内生変数化 (0'→σ，M~ →M~) ，すなわ
ち両者を弾力的に運営しなければ失業率 (μ)と遊休設備率(マ)という内
生変数をゼロにすることが理論的に困難である。しかるに マネタリズムで
は， G' は不要で，かつ M~ は X%ルールにより固定 (M~ )化する訳だから，
われわれのモデルによる限り μやすの問題も解消しないということになるの
である。
4.結語
ここでは，先の3の[D ]の末尾において，今後の課題として指摘した③の
(イ)と(ロ)の問題点を究明することで本論文の「結び」とさせて頂きたい。
まず， (イ)の課題について考察を進めてみよう D 経済社会の歴史は，人間の生
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活がいまだ貧しい中進国段階，すなわちカルドアのいう前期資本主義経済段階
では，人々はひたすら物的生活水準の向上に追われるため，次の図(A)一一一ここ
で、の経済諸量は全て実質値を示す一ーのように，短期の消費曲線Coは，年々，
大幅に上方にシフトしていき，そのための民間誘発投資も独立投資と相まって
一定の率で逓増していくから総需要曲線Doも自然的に大きく上方にシフトし
ていく。従って，国民所得 YOもそれだけ高い成長率を維持していく形となる。
しかし，経済社会が進歩して生活(所得)水準が充分豊かになり，先進国段
階(カルドアのいう後期資本主義経済段階)にはいると，そこでの短期的消費
曲線Clの上方シフト幅は生活の豊かさから自然に小きざみになるため，独立
投資や誘発投資曲線も小幅な上昇しか示さないようになる。更にまた，長期の
図 (A)
??
Y 
後期資本主義段階
(先進国段階)
~-Co' 
r 会~:-Co'
zfcf 
は」
」ー--4一一
YO YO Y。
前期資本主義段階
Y 。
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消費性向も“人為的な介入がない限り漸次的に低下傾向をもつであろうから，
総需要曲線Dlの上方シフト率は小さくなり，必然的に年々の国民所得(図で
はYl，Yl'， Yl")の成長率水準も低下する結果となる。
だが，ここで問題となる点は豊かな発展段階における巨額な貯蓄 (8')の投
資需要先である。というのも，この段階では消費の増加率が低下する訳だから，
その消費需要をまかなうために必要な民間の誘発投資や独立投資だけでは巨大
な貯蓄を吸収しえなくなるからである。従って，そこでは民間保険機関と政府・
地方公共団体による貯蓄の一部吸収(つまり民間の保険料収入および財政収入)
と，その支出が重要な役割をもつことになる訳だが，なかんずく政府・地方公
共団体による適正な支出こそ20世紀におけるマクロ的な貯蓄の吸収と消費・投
資の増大のために必要不可欠な手段となってくる。そして このような適正な
総需要増大のための手立てこそ，第ーには，ケインズがイクスプリシットに考
えていた貧富の格差縮小(所有の再分配)政策によるマクロ的な消費性向の維
持とヲ!き上げであり，第二には，生活環境，それも特に社会資本・公共財の充
実による人工的な生活基盤や自然環境の整備である。そして 更に第三には社
会保障制度の適切な整備 という三大政策に他ならぬ。
そこで，以下は，これらの内容についていま少し具体的に考えておきたい。
まず，第一に所得再分配政策については，あくまで民主的ルールに従って形
成された社会的価値判断に基き，累進課税および相対的低所得層への補助金の
あり方が考えられねばならない。とはいえ，それはハイエクによって強く指摘
されているように， “デモクラシー思想の歴史的な拡充強化は常に人間の自由
と公正の維持にとって破壊的要因になる"ということへの配慮も充分になされ
たものでなくてはならないのである。
次に，第二の生活環境の整備と充実については，特に家計の投資需要の核を
なす住宅建築への刺戟がまず考えられねばならないが，それは何といっても人
工的・自然的な生活基盤の整備であろう。というのも，われわれの日常的行動
を考えれば明らかなように，われわれに家を建てようと決意させるものは，土
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地条件をはじめとして，教育施設条件，通勤と日常の消費生活のための道路・
交通・通信条件，上・下水道条件，公害予防条件，および自然的環境条件であ
る。特に，この自然環境の整備の中には，これからは単に破壊された自然の回
復だけでなく，人工の力による新しい自然の創造，すなわち，人工的な草原や
森や山河等のバランスのとれた生産活動が含まれていなければならない。従っ
て，生活環境の充実政策とは“人工的生活環境と自然的生活環境のバランスの
とれた充実と整備のための公共投資政策"ということに他ならぬo
ところで，政府関連の支出が総需要の中で大きな役割りをもっ時代になれば
なるほど，その財政収入が何によって賄われるかがこの上なく重要な課題にな
る。人間は生活が豊かになれば，生活の余裕部分を金融機関や国・公・社債の
購入という形で貯蓄に向けることには積極的になるけれども 税金として国や
地方公共団体に納めるのは逆に極めて嫌がるものである。このことは， 日常，
われわれが税を支払う場合に， “国民として税を納める"という感覚よりも，
“税を取られる"という感覚をもっていることからも明らかである。
だからこそ，自由経済社会では，国民の社会(科学)的認識が低い国ほど平
均所得税率は低く，国・公債の発行による財政借入率が高くなるのである。因
みに，わが国においては国民の貯蓄率は欧米諸国よりも高いのに，平均課税率
はこれらの国より低いことや 人工的・自然、的な生活環境が共に貧しいという
こと等をみれば，この点は明らかであろう。従って，このような意味からも，
特にわが国においては 社会的価値判断の転換(向上)が決定的に重要な時期
にきているのである。というのも 増税は決してミクロの生活向上を抑制する
ものではなく，むしろ，常識に反して，マクロ的にはいうまでもなく， ミクロ
の生活内容を真に充実させ豊かにするための必須要件だからである。ただし，
これには一つの決定的に重要な付帯条件が必要である。それは“税収の支出政
策に(効率性と弾力性の面において)誤りがない"という条件である。
経済の発展にとって 生産と消費の混合主体である政府・公共部門の比重の
漸増は既述の如く一つの歴史的必然性をもっている。従って，それだけに，そ
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こでは政府公共部門の過剰な人件費をはじめとする統制経済の非効率性と大企
業の安定化指向による創造的企業家精神の退潮の危険が静かにしのび寄ってく
るのであるが，これこそ，まさにシュンベーターが，その代表作『資本主義・
自由主義・社会主義』で述べんとしたことの一つの軸をなすものといえよう。
だが，これ故にこそ，一層，われわれは，このアンチノミー的矛盾の解決策
として，民間部門での真の企業家的開拓精神の興隆と政府部門の合理的にして
効率的支出態度，すなわち，別言すれば行政部門における創造的にして効率的
な企業家精神の取り込み(自由競争思想)が今日ほど求められている時代はな
いということを強調したいのである。
かくして，ケインズが見落した最も重要な視点は，今日の社会が，ケインズ
がまさに歴史的・原理的確かさをもってその必要性を強調した“政府・公共部
門支出 (0')の比重の漸増"を(決して赤字国・公債の増発によってではなく)
上述のような社会的価値判断の変化を推進させることによって，中・高所得者
層への増税で賄なうべき発展段階に既にきているという事態である。
というのも，ケインズの『一般理論』は 折角 0'の年々の増加の必要性を
提唱しながら，その財源を何処に求めるかについては何故か戸惑いがあるため，
長期の自由経済社会の繁栄に対して明確な指針を与えずに終わっているからで
ある。
しかしながら，ここでも重大な警告の声をわれわれは忘れてはならない。そ
れは，ケインズが主張した“長期的な財政比重の増加"は決して浪費の増加を
意味するものではないということである。特に，この部門の過剰雇用と政・官・
財の癒着に基因する浪費については注意して過ぎることはない。
最後に指摘しておきたいことはケインズ、解釈についての一つの問題点である。
それは，伝統的経済学が消極的かつ均衡的国家財政を重視する視点から一歩も
脱しえなかったのに対して，ケインズは経済の実情に応じて財政の積極的かっ
不均衡支出の発動を提案した訳であるが，実はその「積極性」の性格について
の解釈に大きな誤謬があるのではないかという点である。
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それというのも，われわれはケインズの経済学を基本的には“不況の経済学"
と理解すべきものと考えるので，この考え方からすると，戦後，各国によって
採用されてきたケインズ政策は好・不況の知何を問わず，常に，それは拡大政
策であったということである。従って，そこでは，過度にして，かつ構造的に
アンバランスな成長が実現し，その結果として公害や自然破壊の問題が急速に
浮上することになったのだ、った。しかしながら，このような事態は当然ながら
ケインズの本意であろう筈はない。ケインズの積極的財政論の本来の主張は，
“不況時における思いきった財政支出の増加と減税から生じる赤字は，それに
よって景気が回復し好況化したときの税の増収と支出の削減による黒字で補填
されるべきである"とする考え方である。
なお，この不況期における大幅な財政支出増の性格は，基本的には“生活お
よび産業基盤等の整備を軸とする長期的視点に立った内容のものでなければな
らぬ"ということ，そして“それがまた国際収支の改善と真の意味での豊かな
生活に結び付いていく"ということ等も経済の基本的メカニズムとして充分に
理解されておくことが必要であろう。よって，このような長期的視点に立った
財政の好・不況に対する弾力的にして積極的な運営のあり方こそ，まさにケイ
ンズ主義への批判的言葉として知られている「ハーベイ・ロードの公準J，す
なわち“ケインズ理論は 知的エリートの政策決定が常に最良で、，かっ公正で
あるとする仮定の上に構成されている"とする批判に答えるものとなるであろう。
“のべつまくなしの財政拡大政策こそ，行政の放漫とアニマル・スピリット
を失なった財界の安易な政府依存および政界の国民への迎合という，いわば政・
官・財，三者の癒着構造を生み出す本源的要因である"ということへの認識が
現代ほど求められている時代はない。特に， “予算化されたもの，あるいは財
政収入は必ず支出しようとする体質(すなわち，既述の A'を常にゼロにする
体質)"は財政の硬直化と非効率化の第一の原因であると考えるべきであろう。
そして，このような経済の財政依存の自然的メカニズムこそ， “資本主義経
済の発展に伴なってデモクラシーの思想、が漸時自由を侵略し，それが競争経済
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の効率性の低下という自己矛盾的構造を定着せしめるようになる"と指摘した
シュンベーターやハイエクの不安の核をなすものであり，ガルプレイスが“資
本主義の一つの必然的コースとみた"からくりでもあるといえる。いまや，わ
れわれは“ケインズによって造られた経済構造が過った方向に大きく曲げられ
ようとしている時代にあること"を認識し，経済の構造と人間の社会観を変革
しなければならない重要な時期に突入していることを深く理解しなければなら
ない。そしてまた，このような考察から，結局，われわれは“経済理論という
ものは非科学的で観念的な理想、の陳述であってはならないと同時に，抽象的な
数学の展開が本来の目的ではなく それは あくまでも人間の社会としての自
由経済機構の科学的解明と，それに基づく人間の物的幸福への具体的な政策的
提言の基礎になるものでなくてはならない"とも考えるのである。
次に(ロ)の課題については 特に最近のわが国におけるパフソレ経済の崩壊とい
う現実と大いなる関係があることからしても その解明が要請される。
さて，短期の好・不況のトレンドの過程で，その時々の生産物の取引規模と
これに対応して考えられる正常な金融・物的資産の取引規模に対し，通貨の供
給過剰が生じたり，また，その反動として通貨の異常な回収が生じた場合には，
当然，それぞれの領域での通貨の供給過剰分や回収分が真先にこれら相場市場
に対して流出入することになる。従って，この場合は手持ちの金融・実物資産
の評価額に異常な騰落が生じる結果となるのは当然である。
それ故，このことが各期の生産物への実物的な有効需要水準にどのような変
化を与えることになるかを先ず考えてみることが必要となるが，その際，特に
重要な視点は短期の消費(財)および民間投資(財)関係への影響であろう。
というのも，仮に相場市場の好況によって手持金融・実物資産の評価額が大
幅に上昇したとすると，たとえ現実的な実質国民所得水準に変化がなくても，
シャドー的(あるいは心理的)な国民所得はミクロ的にもマクロ的にも大きく
膨脹することになるからである。
従って，結果的には，まず現実の消費支出がケインズのいう短期の正常な消
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費性向以上のものとなるため，消費関数を上方に大きくシフトさせるだけでな
く，それによる投資誘発効果によって投資関数もまた，そうでなければあるで
あろう水準よりも確実に上方へシフトする結果となる。従って，手持資産の評
価額の上昇が年々続くことにでもなれば，そこでは，当然，年毎の有効需要水
準の異常な上昇から，単に相場市場だけでなく生産物(実物)市場における景
気の上昇過程もまた短期の正常な上昇幅より更に拡大し その期間も長くなる
であろう。例えば，先の図(A)を利用して表現すれば，正常な消費支出曲線を Cl
とすると，これが手持資産評価額の騰貴によって現実には Cl'，Cl" 代と上方に
シフトし，それに伴なって総需要額D'もαから b，cへと急速に増加していく
(従って， Y1もYl'，Yl"へと急増する)ということになるのである。従って，
投機市場のブームも少なくとも初期の一定期間においては生産物(実物)市場
をも沸騰させることになるであろう。しかしながら，この一定期間を過ぎると，
企業も個人も手取り早い利殖を考えるようになるため，その支出の大部分はも
はや生産物市場には向わずもっぱら相場市場に流入していく形となる。
しかし，それでもなお潜在的所得の増加が続く限り 生産物市場もそれなり
の活況を呈するであろう。おそらく， 1920年代の世界経済は固によって程度の
差こそあれ，このような状態であったと考えられる。
しかしながら，ひとたび相場市場の下落が始まるやいなや，事態はまさにそ
れまでとは完全に逆のコースを取りはじめる。不況は深刻化し，かつ長引くこ
とになる。人々も企業も自己のもつ資産価値の年々の下落から心理的にショッ
クを受け不安をもつことになるから，現実の所得水準に対し正常な消費性向を
大幅に下廻る水準に消費支出を抑えるであろうし，企業もまた，マイナスの誘
発投資活動の他に，独立投資はいうに及ばず経常支出さえも徹底的に縮小させ
る形となる。
ここで，再び上記の過程を図(A)を用いて説明すれば，それは消費曲線の Cl"
から Cl'，Clへの急速な下方シフトと総需要額のc点から b，αへの急激な減少
で表わされる。従って，結果的に経済の成長率は萎縮し，やがてはマイナスの
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値にまで下がることになる。しかも個人も企業も繁栄のおもわぬ大逆転に懲り
るだけでなく，現実に手持資産の価値も下がるだけ下がっているので，その支
出態度は極度に慎重となるため総需要はなかなか回復しない。従って，生産物
(実物)経済規模は悪くすれば数年にもわたって鍋底を這い廻ることになるであ
ろう。大騒ぎのツケはその度合いに応じてやってくる。
ところが，現代は金本位制でないため金と紙幣の聞を結ぶゴム紐は存在しな
い。だから，管理通貨制の下では，この制度がよい方向で用いられればよいが，
悪くすればそれこそ通貨発行額の止め金がない訳だから貨幣の過剰供給の危険
が常に存在することになるのである。従って わが国における今回のバブル経
済の形成とその崩壊の責任は いつに中央銀行による通貨の無節操な過剰供給
と民間銀行の節度のない信用創造および過剰貸付にあるといってよい。まさに
今後の強い教訓とすべきである。
最後に次の三つの研究領域での成果に関して，われわれのこれまでにおける
考察の結果を述べ本稿を終えることにしたい。
すなわち，それは， (1)ロストウ，クズネッツ，カルドア，加藤(寛)および
われわれの分析等によって展開された現代の経済発展段階説， (2)ロビンソン，
チェンパリン，シロスーラピーニたちによって代表される近・現代的寡占競争
価格論，そして， (3)C. J.ヒッチによる「フル・コスト原則」である。
そこで，まず， (1)については， F.リストにはじまる歴史学派の諸発展段階説
との関連が問題となる。なぜなら，彼等の念願は，周知のよろに，経済的に発
展段階の異なる国民経済についての実証的分析と原理的分析との統合であった
からである。しかし，この願望は当時としては理論的な分析手法がいまだ未開
発な状態にあったため，残念ながら結果的には膨大な各国の歴史的な経済資料
の蒐集に終始することで終わったのであった。だが，この念願は上記の，いわ
ゆる現代の発展段階理論によって漸く達成されることになった。というのも，
いまやわれわれは長期的な経済発展の基本的機構を社会学的見地をも含めて経
済原理的に考察しうるようになったからである。なお，ここでいう経済原理的
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分析用具とは，労資の所得分配率労働生産性労働量と資本量および賃金率
と利子率の全体的水準やその相対的比率，産業構造等の経済諸量間の相互関連
や，これらの発展段階的変化の様態等をさしている。
次に(2)について述べると，現代はまさに寡占産業体制の時代ともいわれるが，
上記の近・現代的寡占価格理論を発展的に考察した結果，われわれは，およそ
次のような事情を論理的に究明することができた。すなわち それは(イ)たとえ
寡占的市場経済体制の下でも 中・長期的には競争圧力が充分に作動するメカ
ニズムの存在を指摘することが可能だということ，従って，そこでは， (ロ)寡占
的企業においてもマクロ的に生産性向上によるコストの削減と価格引き下げ努
力が自然的に要求される形になるということである。そして現実的にも，中-
長期的には鉄鋼，家電，飲料，繊維製品等々について着実に品質の向上と価格
の低落が生じてきているのである。
また， (3)のフル・コスト原則については，これを表面的に受けとめる限り，
それはまさに限界原理そのものの否定を意味する形となる訳だから， これまで
近代経済学者が歴史的に蓄積してきた経済理論の全体系をゆるがす重大事とな
る。しかしながら，われわれの考察では， “限界原理とフル・コスト原則は互
いに両立しうる性格をもっている"ということを曲折需要曲線と平均費用曲線
との関連から解明することができると考えられるのである。
(平成5年12月)
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